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第１章 実施計画とは 

１.藤井寺市総合計画における位置づけ 

藤井寺市総合計画は、 

により構成されます。 

 今回作成する実施計画（以下「本計画」という。）は、第六次藤井寺市総合計画に掲

げる基本計画を基盤として、個別具体的な取り組みを示すものです。本計画は、市の

将来像である「笑顔と活気に満ちた快適なまち」の実現に向け、市民生活に直結する

施策を体系的に整理し、効果的かつ着実に推進するための道筋を示すことを目的とし

ています。この総合計画の基本計画に掲げられた目標や施策体系を具体的に実現す

るための行動計画であり、市全体の施策展開を担う重要な役割を果たしています。 

＜計画の構成と期間＞ 

図出典：第六次藤井寺市総合計画 p.７ 

基本構想・・・まちの将来像や方向性を示すもので、計画期間８年間を通じて

掲げるまちづくりのビジョンとなります。 

基本計画・・・基本構想を実現するための施策や達成すべき目標を示すもの

で、計画期間８年間を通じてどのような取り組みを行うか示しま

す。 
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2.掲載事業 

本計画には、総合計画の基本計画に基づく施策を具体化する個別事業を掲載して

いるものであり、市が行う全ての事業及び取組を網羅するものではありません。 

本計画に掲載している事業には、総合計画に掲げるまちの将来像を実現するため

の「新規事業」や「拡充事業」、今後も継続して行う必要がある「継続事業」、そして、選

択と集中の実践及び社会情勢の変化により縮小又は廃止が予定されている「縮小事

業」があります。 

また、本計画においては、総合計画における基本計画の「施策の体系」に沿って事

業を掲載しています。 

特に、市民福祉の向上や地域活性化を目指した事業を優先的に取り上げ、地域資

源の活用や持続可能なまちづくりに向けた取り組みを強化しています。また、掲載事

業は各部局が主体的に計画・実施するものを中心とし、市民ニーズや社会情勢に対

応した柔軟な見直しを可能にしています。 

図出典：第六次藤井寺市総合計画 p.３８，３９
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3.計画期間及び運用 

本計画の計画期間は、総合計画の期間に合わせた中期的な視点で策定されてい

ますが、社会情勢の変化や新たな課題への対応を踏まえ、毎年度取り組み内容の見

直しや部分的な修正を行うローリング方式を採用しています。この方式により、柔軟性

を持ちながら計画の実効性を高め、市民により良い行政サービスを提供することを目

指しています。 

4.予算編成との連動 

本計画は、市の予算編成における重要な指針として位置づけられています。計画

内に掲げられた施策や施策推進のウェイトに基づき、限られた財源を効率的かつ効果

的に配分することを目指しています。ただし、計画の実現に向けては柔軟な対応も必

要であり、予算編成との連携についても、引き続き運用面の改善を図りながら、適切な

施策展開に努めてまいります。 

5.持続可能なまちづくりへの貢献 

本計画では、持続可能なまちづくりを意識し、長期的な視点で施策を推進していき

ます。地域資源の有効活用や地元住民との連携を重視することで、市全体の活力向

上を図るとともに、将来世代に誇れる藤井寺市の実現を目指します。さらに、SDGs（持

続可能な開発目標）の理念を取り入れ、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指しま

年度 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13
基本構想
基本計画

第8期

第5期
第6期

第7期

実施計画

第六次藤井寺市総合計画（基本構想）
第六次藤井寺市総合計画（基本計画）

第1期
第２期

第３期
第４期
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す。特に、環境保全、経済活性化、社会的包摂の観点から、市民生活と地域社会の

質の向上に寄与する取り組みを展開し、国際的な目標と連動したまちづくりを推進しま

す。 
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第２章 実施計画事業一覧 
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・実施計画事業一覧の見方 

総合計画基本計画における

「施策名」を記載しています 

総合計画基本計画における

施策ごとの「求められてい

ること」を記載しています 

総合計画基本計画における施策ごと

の「目標指標」に関して、「最新の現状

値」と「数値管理課」を記載しています 

総合計画基本計画における施

策ごとの「取組方針（主な取

組）」とその内容を記載してい

総合計画基本計画における施策ごとの

「取組方針（主な取組）」ごとに関連する、

主な「取組名」と「取組概要」、「新規・継

続」の区別、「事業課」を記載しています 

取組にかかる事業費（当初予算額）を千円単位で記載し

ています。なお、特定財源は、充当予定の国・府等からの

負担金、補助金、交付金や地方債等を記載しています 

令和９年度、１０年度については、事

業継続予定の場合は「→」、終了する

場合は、「事業終了」等としています 
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継続

継続

継続

継続

→ →

4

取組名 古市古墳群普及啓発事業 事業課

令和10年度

古市古墳群普及啓発事業として、令和8年度は、アイセルシュラホールでのイベント実施や藤井寺ICの屋外パネルを修繕
し、古市古墳群への誘客を図ります。あわせて、LINE連携型スタンプラリー「ＭＥＧＵＲＹ」を活用した古墳コースを解説
付きで複数作成したり、市外イベントにおいても積極的に参加し、古市古墳群の価値や魅力の周知に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
（うち特定財源 0）

　大阪府・堺市・羽曳野市・藤井寺市が連携し、「百舌鳥・古市古墳群」の保存を図るとともに、認知度向上、来訪・周遊促
進、価値理解が深まるような取り組みを進めます。また、世界遺産を身近に感じることができる魅力的な事業展開により、市
民の安らぎと豊かさを高め、来訪者に対するまちのイメージアップにもつなげます。

求められていること

施策名 １－１　歴史文化の保存と活用

世界遺産のある郷土への誇りや愛着心を高め、その価値を国内外に広く発信することが必要です

令和10年度
（うち特定財源 0）

774
令和9年度

文化財保護課

取組概要

→

3

取組名 古市古墳群世界遺産連絡会議事業 事業課 文化財保護課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
206

令和9年度 令和10年度

古市古墳群の保存管理や活用、整備等にかかる調整、来訪者への対応など、羽曳野市・藤井寺市が連携して事業を実施して
います。令和8年度は、世界遺産登録7周年記念として、2市の遺物の共同展示等を中心としたイベントを実施します。ま
た、古市古墳群への誘客を図るため、独自性の強い体験コンテンツの制作やYouTubeにてPR番組の配信を行います。継続事
業としては、古市古墳群の価値や魅力を実際に体感して、同時に古墳の環境美化を行いながら各古墳を巡る「ウォーク＆ク
リーン」の開催やおおさか健活マイレージ「アスマイル」を活用し、古市古墳群への誘客を図ります。また、周遊促進の
ツールとして、パンフレットの改訂・増刷を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
475

令和9年度

→

→ →

→ →

12件

105,599.09㎡

百舌鳥・古市古墳群を人類共通の財産として守り、後世へ伝えるとともに、歴史と文化を活かしたまちづくりを推進するこ
とを目的として、大阪府、堺市、羽曳野市、藤井寺市にて事業を実施しています。令和8年度は、百舌鳥・古市古墳群の価
値や魅力を国内外に向けて広く発信するため、YouTube におけるターゲティング広告や広報効果の高い航空機内誌において
情報発信を実施するとともに、周遊アプリ「百舌鳥・古市古墳群 世界遺産周遊ナビ」を活用し、デジタルスタンプラリーイ
ベントの開催等による古墳群の周遊促進など、古墳群現地への来訪者の受け入れ環境の充実を図ります。また、資産や緩衝
地帯等の保存管理状況、来訪者への対応等についてモニタリング（経過観察）等により評価を行います。

1

2

取組名 百舌鳥・古市古墳群世界遺産協議会事業 事業課 文化財保護課

取組概要

百舌鳥・古市古墳群の保存管理及び整備活用並びにその周辺環境の保全を促進することを目的として、大阪府、堺市、羽曳
野市、藤井寺市、宮内庁にて事業を実施しています。令和8年度は、各市事業に対する遺産影響評価実施に向け、学識的な
見地から、資産及びその周辺環境の保存管理と整備活用に関する助言、報告を行っていただくため、百舌鳥・古市古墳群世
界遺産学術委員会を開催します。

令和9年度 令和10年度
3,474

（うち特定財源 0）

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度

取組名 事業課 文化財保護課百舌鳥・古市古墳群世界遺産保存活用会議事業

（うち特定財源 0）

世界遺産の保存と活用

令和9年度
目標値

21,000人

取組方針1

内容

令和13年度
目標値

23,000人

20件

109,000㎡

数値管理課

文化財保護課

文化財保護課

文化財保護課

16件

108,500㎡

16,477人

15件

108,116.34㎡

令和7年度現状値

1.ガイダンス棟まほ
らしろやまの来館
者数

2.藤井寺市指定文
化財の指定の合計
件数

3.史跡古市古墳群
（藤井寺市域）及び
史跡国府遺跡の公
有化面積の合計

目標指標
計画起点

令和4年度現状値

19,336人
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継続

継続

継続

継続

継続

新規

5

取組名 史跡古市古墳群整備事業 事業課 文化財保護課

取組概要
令和６年度に策定した「史跡古市古墳群整備基本計画（第２次）」に基づき、保存・活用に向けた整備を進めていきます。
令和８年度においては、鉢塚古墳の墳丘部の土砂流出を防ぐことを目的とした保存のための整備の一環として、樹木伐採を
行い、史跡古市古墳群整備検討委員会にて整備方法を諮っていきます。

事業費
（千円）

令和8年度
2,041

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 1,020）

→ →

令和8年度
8,333

令和9年度 令和10年度→ →

事業費
（千円）

令和8年度
25,256

令和9年度

取組方針2 史跡等の保護と継承

内容

4

取組名 埋蔵文化財の保護 事業課 文化財保護課

取組概要
遺跡の範囲内での工事等に伴い、文化財保護法に基づく手続きにより、必要に応じて発掘調査を実施します。発掘調査で出
土した遺物や作成した図面等の調査成果を整理し、報告書・概報を作成して公開活用を図ります。その後、出土遺物は、保
管のための施設に適切に保存して活用を図ります。

（うち特定財源4,166）

3

取組名 歴史資産の保存・活用 事業課 文化財保護課

取組概要

アイセルシュラホール2階歴史展示について、定期的な入れ替えを行うと共に、年３回程度特設展示を開催し、歴史遺産の
公開・活用を図ります。また、史跡城山古墳ガイダンス棟「まほらしろやま」及び市立図書館において、出土遺物などの歴
史資産の展示公開を継続します。
藤井寺市文化財保護審議会を開催し、市内の歴史資産の保存活用を進めます。

（うち特定財源 0）

事業費
（千円）

→ →
事業費
（千円）

令和8年度
746

令和9年度 令和10年度

　古市古墳群と国府遺跡の国史跡は、保存とともに、その価値を視覚的に理解できるように整備活用を図ります。また、史
跡追加指定や未指定古墳への対応などを検討します。そして、国の補助を得ながら、民有史跡地の公有化を段階的に進め
ます。古市古墳群については、世界遺産登録時のユネスコの追加的勧告を踏まえ、保存活用計画、整備基本計画に基づく
整備に取り組みます。また、歴史資産調査と文化財指定への取組みを継続し、合わせて藤井寺市指定文化財への指定も積
極的に取り組みます。

1

取組名

令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

史跡指定地の公有化の推進及び史跡追加指定の推進 事業課 文化財保護課

取組概要 す。令和8年度は、史跡国府遺跡の公有化と、令和7年度からの繰越事業である史跡古市古墳群城山古墳の公有化を進めま
す。必要に応じて史跡追加指定を行います。

取組概要
史跡古市古墳群と史跡国府遺跡について、除草清掃等の日常的な維持管理を実施し、良好な環境を保ちます。また、高木化

理を、地元地区との協働で実施します。

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 128,109）

事業費
（千円）

令和8年度
160,138

→ →

2

取組名 文化財用地の管理 事業課 文化財保護課

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

5

取組名 市の特産品のＰＲ活動 事業課 観光課

取組概要

本市の特産品の認知度を高めるため、藤井寺市観光協会と連携し、市内や市外で開催されるイベントにおいてPRブースを設
置するなど、商品のPR活動を行っています。令和8年度はアフター万博イベントを始めとする市外のイベントやバッファ
ローズイベント等の市外から誘客を見込めるイベントでのPR活動も行っていきます。また、引き続きウエルカムラウンジ内
の商品をSNSで発信し、PR活動を行っていきます。

事業費
（千円）

令和8年度
0
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継続

継続

継続

文化財保護課

取組概要

アイセルシュラホール2階歴史展示について、定期的な入れ替えを行うと共に、年３回程度特設展示を開催します。特設展
示においてトークイベントを開催します。葛井寺のご本尊の御開帳日に合わせて、年数回、藤井寺の歴史資産に関して初心
者でもわかりやすいトークイベントを開催します。文化財講座を開催します。適時、発掘速報展や発掘調査現地説明会を開
催します。

歴史資産の情報発信

0
令和9年度 令和10年度

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

取組概要
アイセルシュラホール2階歴史展示での定期的な入れ替えや特設展示の開催に当たって、報道提供や市ホームページ・
SNS・広報ふじいでらで周知します。また、LINE連携型スタンプラリー「ＭＥＧＵＲＹ」を活用した文化財コースを解説付
きで複数作成するなど、積極的な市内外への情報発信を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
（うち特定財源 0）

令和10年度
（うち特定財源 0）

取組名 各種行事等の開催 事業課

事業費
（千円）

令和8年度
202

取組方針3 文化財情報の発信

内容

　市内の多様な歴史資産の魅力については、各種講座、各施設での展示、出土遺物の貸し出し、世界遺産学習などを通
じ、積極的に市内外への情報発信を行います。また、市ホームページやSNS、広報ふじいでらなどでも広く発信しながら、
海外からの来訪者を視野に入れ、多言語への対応も進めます。

取組名

1

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 世界遺産学習の実施 事業課

事業課

2

→ →

文化財保護課

→ →

令和9年度

文化財保護課

取組概要
市内の各小学校6年生と各中学校1年生を対象に、世界遺産「百舌鳥・古市古墳群」への理解を促進するため、世界遺産学習
（出張事業＋フィールドワーク等）を実施します。
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継続

継続

継続

継続

4

取組名 観光案内所機能の充実 事業課 観光課

取組概要
令和7年4月よりアイセルシュラホールで観光案内を行っており、1階ウエルカムラウンジで、市の様々な情報発信を行うた

して、本市にゆかりのある商品の出品を引き続き働きかけます。

事業費
（千円）

令和8年度
5,000

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 2,500）

→ →

3

取組名 観光プロモーションサイトの充実 事業課 観光課

取組概要

対象となるユーザー層の関心や行動傾向に合わせたプロモーションを展開し、より効果的な情報発信と参加促進を図りま
す。若年層にはInstagramやXなどのSNSや動画コンテンツを活用、シニア層には広報や市のホームページを通じて案内を行
うなど、媒体や表現方法を使い分けることで、幅広い層へのアプローチを行い、イベントなどへの関心や参加意欲の向上を
目指します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 移動利便性の向上と回遊促進事業 事業課 観光課

取組概要
令和4年12月に、Open Street(株)とシェアサイクル事業に関する基本協定を締結し、シェアサイクル「HELLO
CYCLING」を導入しています。市内の周遊を活発化する目的より、引き続きシェアサイクルの活用を維持することに努め
ます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

事業課

取組方針1 来訪者の利便性向上

内容

　市内観光においてリピーターを増やすためには、近隣地域や市内の周遊をスムーズに行い、巡ることが楽しくなるように、
周辺地域との連携や交通利便性の向上により、何度も訪れられるまちの基盤づくりに取り組みます。また、南河内エリアの
玄関口として、南河内エリアの魅力を発信していくための取組を推進します。

観光課

取組概要
南河内地区自治体や鉄道との観光協議会「華やいで大阪・南河内観光キャンペーン協議会」や大阪はびきの観光局との連携

す。
事業費
（千円）

令和8年度
300

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

施策名 １－２　観光の振興

求められていること 本市が有する観光資源の効果的な魅力発信や来訪者対策、満足度向上に向けた取組が必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和7年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

1.アイセルシュラ
ホール年間来館者
数

126,305人
（令和4年5月29
日～令和５年３月３

１日）

177,513人 165,000人 180,000人 観光課

3.市公式プロモー
ションサイトへのア
クセス数

6,312人

サイト移管のため
計測不可（掲載内
容を市ホームペー
ジに統合）

7,500人 9,000人 （観光課）

2.市公式インスタ
グラム「フジイデラ
イク」のフォロワー
数

2,436人 5,495人 2,900人 3,300人 観光課

1

取組名 地域間連携による観光促進事業
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継続

継続

継続

継続

2

取組名 コンテンツ体験事業 事業課 観光課・文化財保護課

取組概要

缶バッチ作り体験や甲冑体験を定期的に実施し、イベント限定のカプセルトイの作成を行うことでイベントの魅力向上を図
ります。また、すでに保有しているオリジナル3D埴輪メーカーや缶バッチづくりなどの体験コンテンツを活用し、観光拠点
化したアイセルシュラホールにおいて、定期的な体験事業を展開します。これにより、地域固有の文化財や観光資源をより
深く体験できる場を提供し、市内観光の活性化を目指します。

事業費
（千円）

令和8年度
553

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源153）

取組方針2 観光拠点づくり

内容

　アイセルシュラホールに観光拠点機能を付加し、来訪者の受け入れ態勢を整備・強化することで、市内観光の促進を目指
します。特に、世界遺産である古市古墳群については、市内で何を観ることができるのかといった来訪者が求める情報の提
供に努めます。さらに、体験事業などを通じて、訪問者への細やかで丁寧な対応を図ります。

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

2

取組名 石川河川敷の活用 事業課 観光課

取組概要
府営石川河川公園の有効活用事業として実施する有料バーベキューの運営を支援します。支援については、駐車場運営に伴
う安全面及び仮設トイレ設置に伴う衛生面の確保に必要な費用を負担します。

事業費
（千円）

令和8年度
900

→ →

取組方針3 観光資源の魅力発信

内容

　豊かな歴史資産などの観光資源を活用し、本市のファンを一層増やすことを目標に、各施策と連動しながら、交流人口を
増加させ、移住・定住の促進を図ります。また、アイセルシュラホールにおいて、古市古墳群の世界遺産としての価値理解を
促進できるような展示等を行うとともに、SNSなども活用し、積極的な魅力発信に努めます。

1

取組名 観光・歴史文化交流センターの整備（再掲） 事業課 観光課・文化財保護課

取組概要

アイセルシュラホールのリニューアルに伴って新設した、物販や飲食エリアにおいて、観光情報を発信しながら地元産品や
オリジナルグッズを販売することで、地域の魅力を発信します。また、館内の空きスペースを活用し、イベント開催等を通
じた貸し出しにより誘客の増加を目指します。
そして、アイセルシュラホール2階歴史展示について、定期的な展示物の入れ替えを行うとともに、年3回程度特設展示を開
催します。また、イベントの開催場所としてアイセルシュラホールを基本とし、他市所蔵の展示物をレンタルして展示する
活動を進めます。さらに、ウォーキングマップ、ガイドブック、周遊アプリなどを用いた情報提供やその基礎となるフリー
Wi-Fiの館内提供の継続により市内周遊の促進を図ります。
これらの取り組みにより、文化財保護及び観光交流の両面から、市内観光の活性化を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
111

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

1

取組名 観光・歴史文化交流センターの整備 事業課 観光課・文化財保護課

取組概要

アイセルシュラホールのリニューアルに伴って新設した、物販や飲食エリアにおいて、観光情報を発信しながら地元産品や
オリジナルグッズを販売することで、地域の魅力を発信します。また、館内の空きスペースを活用し、イベント開催等を通
じた貸し出しにより誘客の増加を目指します。
そして、アイセルシュラホール2階歴史展示について、定期的な展示物の入れ替えを行うとともに、年3回程度特設展示を開
催します。また、イベントの開催場所としてアイセルシュラホールを基本とし、他市所蔵の展示物をレンタルして展示する
活動を進めます。さらに、ウォーキングマップ、ガイドブック、周遊アプリなどを用いた情報提供やその基礎となるフリー
Wi-Fiの館内提供の継続により市内周遊の促進を図ります。
これらの取り組みにより、文化財保護及び観光交流の両面から、市内観光の活性化を図ります。

（うち特定財源 0）
事業費
（千円）

令和8年度
111

令和9年度 令和10年度→ →
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継続

継続

事業費
（千円）

令和8年度
3,630

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 1,815)

取組名 万博を契機とした魅力発信 事業課 戦略調整課

取組概要 MEGURY(デジタルスタンプラリー)は、約5000人の登録者数を有していることから、この実績を基盤として引き続き、市外
で行われるイベント等において、情報発信を行い、さらなる外部誘客を強化するとともに、登録者数の拡大にも努めます。

事業費
（千円）

令和8年度

取組概要
アイセルシュラホールへの誘導につながる効果的な観光プロモーション事業を展開するため、観光プロモーション事業の公

を展開し、観光客の誘致を図ります。

1,229
→ →

4

取組名 観光プロモーション事業 事業課 観光課

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3
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継続

継続

継続

取組方針2 地域経済の拡大

内容

　市内マーケティング活動を通じて、企業間における取引機会の増大を図るとともに、地域住民の日常消費を支える小売
サービス業や商店街などへの支援強化に努めます。また、創業者育成や事業承継への支援など新たな担い手づくりに取り
組み、経済基盤の拡大を図ります。

1

取組名 創業支援事業 事業課 産業労働課

取組概要

創業者育成による経済基盤の拡大は、地域経済発展における重要な課題です。このため、商工会を中心とした連携体制を構
築し、創業者の創出に力を注いでいます。令和8年度においては、「ふじいでら創業スクール」をメイン事業として継続的
に展開することで、藤井寺市における創業環境の充実に努めてまいります。
また、創業者向けセミナーの開催に加え、各種セミナーや交流会の実施、さらには創業スクール卒業生を対象としたチャレ
ンジショップを実施するなど、創業支援を創業時に留めず、創業後の継続的な経営を支援する取り組みを推進します。これ
により、地域経済の活性化と持続可能な創業環境の整備を目指していきます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 事業者支援補助金事業 事業課 産業労働課

取組概要
事業者支援補助金については、企業価値向上に資する取り組みや課題解決に取り組む事業者への支援、創業者に対する支援
等、中小企業振興施策の推進を図ることを目的に実施しており、令和8年度においては、上記施策目的は継続しつつ、さら

事業費
（千円）

令和8年度
10,000

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

企業活動の活力向上

内容

　労働生産性の向上のほか、人材の確保・育成や販路開拓、販売力の強化など、経営者が抱える様々な経営課題の解決に
向けた取組に対し、包括的な支援を実施します。また、課題解決には長期間を要することから、継続的な支援を実施し、企
業活動の活力向上を目指します。

1

取組名 企業価値向上支援事業 事業課 産業労働課

取組概要

中小企業を取り巻く経営環境が変化する中で、企業価値の向上を図ることは、今後ますます重要な課題となります。令和8

を提供する予定です。
また、本事業の一環として、企業情報の発信および取引促進を目的とした企業データベースサイト「FUJISearch」の運営に
力を入れていきます。具体的には、掲載企業数を180社に増やし、サイトの改修を通じて利便性を向上させ、内容を充実さ
せることを目指します。さらに、令和8年度は「FUJISearch」の掲載企業数を増加させるだけでなく、本サイトの知名度向
上を目指した施策や、事業者同士の取引を促進する施策を展開していきます。(取組方針２の４の企業価値向上支援事業と
関連します）

事業費
（千円）

令和8年度
3,670

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針1

施策名 １－３　商工業の振興

求められていること 企業価値・企業活力の向上への支援や新たな担い手づくりによる経済基盤の拡大が必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

2.創業支援事業受
講者数

48人 ２４件 50人 70人
産業労働課
（商工労働課）

1.事業者支援補助
金利用件数

79件 17件 80件 85件
産業労働課
（商工労働課）
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継続

継続

継続

新規

継続

継続

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

4

取組名 企業価値向上支援事業(再掲) 事業課 産業労働課

取組概要

企業情報の発信および取引促進を目的とした企業データベースサイト「FUJISearch」の運営に力を入れていきます。具体的
には、掲載企業数を180社に増やし、サイトの改修を通じて利便性を向上させ、内容を充実させることを目指します。さら
に、令和8年度は「FUJISearch」の掲載企業数を増加させるだけでなく、本サイトの知名度向上を目指した施策や、事業者
同士の取引を促進する施策を展開していきます。（取組方針１の１の企業価値向上支援事業と関連します）

事業費
（千円）

令和8年度
3,670

→ →

3

取組名 商店街支援事業 事業課 産業労働課

取組概要 ています。令和8年度以降においても引き続き相互連携を密にしながら地域消費活動の中心を担う商店街に対して支援を継
続していきます。

事業費
（千円）

令和8年度
900

→ →

2

取組名 商工会補助金交付事業 事業課 産業労働課

取組概要

藤井寺市商工会が行う地域活性化事業や商工業振興事業、小規模事業者が抱える経営課題に対応するために行う情報の提供
及び相談事業等に対して補助を行うことによって、本市商工業の発展及び活性化を図っていきます。
令和８年度は、市制施行６０周年記念事業として、市内店舗同士の連携強化や地域のにぎわいの創出、まちの魅力発信のた
め、デラバルの開催に対する支援も実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
9,100

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針3 多様なネットワークの形成

内容

　中小企業を取り巻く社会経済環境は高度化・専門化が進んでおり、さらなる企業成長のためにはオープンイノベーション
による取り組みが不可欠となっています。そのため、金融機関や専門家など中小企業振興に携わる多様な主体とのネット
ワークを形成し、連携強化を図ります。

1

取組名 オープンイノベーション推進事業 事業課 産業労働課

取組概要
企業価値向上支援事業や事業者支援補助金制度、創業支援や事業承継など多方向から実施する中小企業支援については専門
的知識を活用し効果的に進めて行く必要があり、施策実施にあたっては行政だけでなく様々な機関との連携を図りながら実
施していきます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 事業承継事業 事業課 産業労働課

取組概要
経営者の高齢化等により事業継続が困難となる事業者が増えると、地域経済の衰退の一因となることから、地域経済の拡大
を図るためには適切な事業・技術の承継が必要であり、市や商工会、金融機関、大阪府事業承継・引継ぎ支援センターなど
各専門機関との連携体制を構築し事業承継に取り組んでまいります。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

5

取組名 地域経済循環創造事業補助金交付事業 事業課 産業労働課

取組概要 投資を活発化させ、持続的な地域内経済循環を促進するために、国の「ローカル10000プロジェクト」制度を活用し、地域
の人材・資源・資金を基盤とする新規事業に挑戦する事業者に対して、新たな支援に取り組みます。

事業費
（千円）

令和8年度
20,038

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源10,000）

15



継続

継続

継続

継続

継続

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

5

取組名 市職員向けの協働意識の醸成 事業課 協働人権課

取組概要
施します。

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 150）

4

取組名 「HITOTSUNAGI」発行業務 事業課 協働人権課

取組概要
協働のまちづくり基本指針に基づき、多様な主体によるまちづくりの実現に向けて、地域における福祉活動をはじめとする市

し、配布を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
150

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 事業課 協働人権課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

2

取組名 広聴業務 事業課 協働人権課

取組概要
る様々な市政に関するご意見・ご要望について、市の回答や考え方をホームページに公表します。

事業費
（千円）

令和8年度
2

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針1 協働・共創のまちづくりの推進

内容

　社会情勢が一層、多様化・複雑化する中で、将来世代が今後も住み続けたいと思えるまちにするために、市民・各種団体・
事業者との連携や、各主体同士が協力し合う、協働・共創の視点を大切にした取組を進めます。また、地域課題や社会的課
題の解決に向けて取り組む市民活動団体を支援し、その活動を促進します。

1

取組名 タウンミーティング事業 事業課 協働人権課

取組概要
す。

事業費
（千円）

令和8年度
145

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2.市企業パート
ナーシップデスクで
の連携協定数（累
計）

14件 ３０件 24件 32件 戦略調整課

1.地区自治会への
加入率

60.4％
（令和5年度）

55.2％ 60.4％ 60.4％以上 協働人権課

施策名 １－４　協働・共創の推進

求められていること 市民・各種団体・事業者・行政間の連携体制を深め、目標や取組を共有することが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課
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継続

継続

継続

継続

継続

継続

6

取組名 藤井寺市自治会活動等補償保険制度 事業課 協働人権課

取組概要

自治会員や
第三者の生命・身体または財物に損害を与えた際に負う法律上の賠償責任を補償する保険への加入することで、地域福祉、地

組める環境の整備を進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
703

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 0）

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

5

取組名 事業課 協働人権課

取組概要 究及び対応策に関する事業、各地区が行う地域自治活動活性化についての研究・啓発に関する事業に対して、補助金の交付な
どを通じて支援します。

事業費
（千円）

令和8年度
1,200

→ →

4

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

取組名 事業課 協働人権課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 1,300）

3

取組名 こども食堂への支援 事業課 子育て支援課

取組概要

大阪府等を通じて提供されたこども食堂に対する様々な情報を各こども食堂に対して随時情報提供するとともに、市ホーム
ページ等において、市内のこども食堂の取組を紹介しています。引き続き、本市社会福祉協議会等と連携して、市内のこども
食堂をサポートします。
また、令和8年度においては、物価高騰対策支援として、こども食堂の食材料購入に対する補助事業を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
1,300

→ →

2

取組名 地区自治会活動の拠点となる集会施設の整備支援事業 事業課 協働人権課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
26,500

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針2 地域コミュニティの活性化

内容

　地域課題の解決を担っている地域コミュニティ活動の持続性を高めるほか、あらゆる世代が積極的に地域活動に参加で
き、市民一人ひとりが望むような暮らしやすい地域づくりを推進します。また、人と人とのつながりを密にし、地域への愛着を
深め、主体的に地域活動に参画できる環境づくりに努めます。

1

取組名 地区自治会への支援事業 事業課 協働人権課

取組概要
援するため、地域の絆まちづくり交付金を市内４５地区自治会に対して交付します。

事業費
（千円）

令和8年度
21,564

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →
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継続

継続

継続

継続

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

取組方針3 公民連携の促進

内容

　藤井寺市企業パートナーシップデスクを中心に、企業や団体等との公民連携による事業展開を図ることで、より豊かなま
ちの実現を目指します。民間が持つノウハウや人材、資金なども活用しながら、相乗効果を生み出し、市民サービスの向上、
地域経済の活性化、公的財政負担の軽減などに取り組みます。

1

取組名 事業課 戦略調整課

取組概要
す。また、第六次藤井寺市総合計画に掲げる目標指標である年間２件を目指し、新規企業等との連携協定の締結及び新たな事
業展開に努めます。

4

取組名 事業課 戦略調整課

取組概要
めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

3

取組名 事業課 戦略調整課

取組概要
例などについて、庁内職員を対象とした研修の実施も検討します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

2

取組名 企業版ふるさと納税の活用 事業課 魅力発信課

取組概要
企業版ふるさと納税マッチング事業者と契約することで市の情報発信の幅を広げます。財源の確保と事業PRのため、関係課と
連携を図りながら取組を進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
528

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→→

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →
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継続

継続

継続

継続

継続

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

5

取組名 庁内関係課や関係機関とのネットワークの強化 事業課 協働人権課

取組概要
各種相談窓口課で構成される藤井寺市人権相談ネットワーク会議を実施し、人権相談及び支援の充実について、庁内の連携
協力体制を確立し、市の組織全体で人権問題を解決できる仕組みづくりを推進します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 24）

4

取組名 相談員への学習機会や情報の提供 事業課 協働人権課

取組概要 相談員の資質向上のため、毎年、外部研修や事例研究会への参加を促進します。

事業費
（千円）

令和8年度
30

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 多様な媒体を活用した相談体制の周知 事業課 協働人権課

取組概要
広報紙、ポスター、市公式SNSでの広報、更には関係課窓口へチラシを配架する等、多様な媒体を活用し、相談窓口の周知
を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

2

取組名 家庭、地域、市内事業所に対する学習機会や情報の提供 事業課 協働人権課

取組概要
広報紙、市公式SNSでの情報発信や藤井寺市人権のまちづくり協会事業所会員に対して研修を案内するなど、情報提供を行
います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

1

取組名 幅広い世代にとって魅力的な啓発イベントの企画 事業課 協働人権課

取組概要
藤井寺市人権のまちづくり協会と協働し、平和展やふじいでらひゅーまんメッセを開催し、子どもから大人まで人権につい
て学ぶイベントを企画します。

事業費
（千円）

令和8年度
250

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 200）

→ →

取組方針1 人権教育・啓発・相談支援の推進

内容

　人権意識の高揚を図るため、職場、学校、地域などあらゆる場において人教教育・啓発を推進するとともに、相談員の資
質向上や各種相談窓口間の連携強化などにより、相談支援体制の充実に努めます。また、日々の教育活動の中で、人間関
係づくりや集団づくりを通して、人権感覚や規範意識など社会的資質を高めるような取組を促進します。

3.市審議会におけ
る女性委員参画率

29.2％ 29.6％ 35％ 40％ 協働人権課

1.人権に関する啓
発事業の参加人数

221人 246人 400人 550人 協働人権課

２．人権相談人数

施策名 １－５　人権・多様性理解の推進

求められていること 一人ひとりが違いを認め、お互いの人権や異なる文化を尊重し合える環境づくりが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

112人 126人 130人 150人 協働人権課
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継続

継続

継続

継続

継続

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

9

取組名 子どもの権利に関する普及啓発 事業課 子育て支援課

取組概要
「児童の権利に関する条約」や「こども基本法」の基本理念等を踏まえ、子どもの権利に関する普及・啓発を進めることが
求められています。今後は、関係課と十分に連携し、広く子どもの権利に関しての理解が進むよう、その普及啓発に取り組
みます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

7

取組名 藤井寺市人権教育研究協議会 事業課 学校教育課

取組概要
ワークを行います。また、大人教夏季研修大会が８月に、大人教泉南大会が10月に、全人教埼玉大会が11月開催されること
から、教員が少しでも多く参加できるようにします。昨年度、大々的に開催された南河内大会で培った学びを継続するため
にも、多くの教員が研修に参加する機会を設け、人権教育を推進します。

事業費
（千円）

令和8年度
636

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

6

取組名 藤井寺市いじめ問題対策連絡協議会 事業課 学校教育課

取組概要
いじめ問題等に関係する機関及び団体の連携を図るとともに、藤井寺市いじめ防止基本方針に基づく取組を効果的かつ円滑
に推進していくため、いじめ問題対策連絡協議会を開催します。今後も関係機関と連携するうえでの課題点や注意点を共有
し、学校現場におけるいじめの未然防止・早期発見・早期対応につなげていきます。

事業費
（千円）

令和8年度
29

→ →

取組方針2 国際理解・多文化共生の推進

内容

　国際化やグローバル社会が進展する中、国際社会への関心と外国人との相互理解を促進する環境づくりに取り組み、誰
もが平和で安心して暮らせる社会の実現を目指します。また、本市国際交流協会と協働しながら外国文化への理解を深
め、多文化共生社会を築く取組を進めます。

1

取組名 多文化共生事業 事業課 協働人権課

取組概要
藤井寺市国際交流協会が実施する多文化共生事業を支援しています。令和8年度には、外国人に日本語や文化を教える、に
ほんご教室や韓国伝統藝術院公演会、外国にルーツのある子どもたちの交流事業を行い、異なる文化や慣習への理解と共生
の推進を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
177

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

8

取組名 市職員に対する人権教育の充実 事業課 人事課

取組概要
会計年度任用職員を含むすべての職員を対象として、公務員として高い人権意識を身に付けることを目的に、毎年人権研修
を実施します。また、各課に設置している人権推進員を対象として、人権に対しての正しい理解を深めることを目的に
フィールドワーク等の研修を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
155

→ →
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継続

継続

継続

継続

令和10年度
（うち特定財源 1,003）

4

取組名 女性に対する相談支援の充実 事業課 協働人権課

取組概要
DVをはじめとする困難な問題を抱える女性からの相談に対応するため、女性相談窓口を庁舎内にて開設しており、相談支
援の充実を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
2,007

令和9年度 → →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 ＤＶなどあらゆる暴力廃絶への啓発事業 事業課 協働人権課

取組概要
11月の女性に対する暴力をなくす運動期間に合わせたパネル展や庁舎のライトアップ事業、人権悩みの相談室による夜間電
話相談事業、広報紙や市公式SNSでの啓発等、DVに対する理解を深める啓発を実施します

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

2

取組名 審議会への女性参画促進 事業課 協働人権課

取組概要
審議会等を所管している関係部課に対して、女性委員登用のための人材情報サービスなどの情報を提供するなど、女性委員
の参画を促進します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針3 男女共同参画の推進

内容

　ジェンダー解消や女性の活躍促進への理解を深めるために、関係機関や団体等と連携し、啓発事業を推進するとともに、
ＤＶをはじめとする様々な困難を抱える女性に対する相談支援体制の充実を図ります。また、社会のあらゆる分野におい
て、男女が対等の立場で参画できる機会を確保する取組を通じ、さらなる男女共同参画を推進します。

1

取組名 多様な媒体を活用した学習機会や情報の提供 事業課 協働人権課

取組概要
講座や講演会にオンライン配信や録画配信などを利用した啓発を行います。また、広報紙、市公式SNSでの情報発信など情
報提供を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
120

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →
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継続

継続

継続

3

取組名 公立保育所、幼稚園施設の計画的な施設改修事業 事業課 こども施設課

取組概要

公立保育所・幼稚園施設については、その多くで施設そのものや設備等が老朽化していることから、緊急度合いをもとに優
先順位を判断し、計画的かつ持続可能な施設改修・設備更新等を行います。また、第３保育所RC棟の建具改修（サッシの更
新、内部建具の更新、階段手摺の更新）、内装改修（廊下・階段部の壁塗装、保育室の壁補修・張替及び畳から床への改
修・天井の補修・塗装、照明器具の更新）に向けて、令和8年度は設計業務を実施し、令和9年度に改修工事を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
21,688

→ →令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

2

取組名 市立幼稚園・保育所のあり方検討（藤井寺市立幼稚園・保育所再編実行計画（後期計画） 事業課 こども施設課

取組概要 態等について取りまとめた藤井寺市立幼稚園・保育所再編実行計画（後期計画）に基づく第一次実施計画を策定し、市立幼
稚園・保育所の再編に向けた検討・取組を進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

取組方針1 就学前教育・保育の推進

内容

　待機児童ゼロを目指し、民間保育施設の公募等の対策を検討するとともに、教育・保育現場におけるＩＣＴによる業務支援
システムの活用や職員研修の充実を図ることで、就学前教育・保育を推進します。また、市立幼稚園及び保育所について
は、計画的な施設改修等に取り組むとともに、今後のあり方について検討を進めます。

1

取組名 保育士等の環境改善、職員研修の充実 事業課 こども施設課

取組概要
(1)保育ICTシステムの活用により保育事務の効率化を図り、保育に専念できる環境づくりを推進します。
(2)保育補助員を雇用することで、保育職員のノンコンタクトタイムを確保し、保育の質の向上を図ります。
(3)園内研修会、保育研修会において外部講師の指導・助言を受けることで、さらなる保育の質の向上を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
33,696

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 540）

→ →

施策名 ２－１　子育て支援の推進

求められていること 子どもを主役として、安心して育てられる子育て環境を充実することが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

1.待機児童数 11人 24人 0人 0人 こども育成課

4.サポートブック
「はばたき」の配布
部数

81冊 69冊 85冊 90冊 福祉総務課

２．児童家庭相談
件数

393件 242件 403件 411件 子育て支援課

3.産婦健診受診率 98.1％ 94.1％ 98.5％ 100％ 健康・医療連携課
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3

子育て支援課

取組概要
藤井寺市こども家庭センターにおいて、関係機関と連携強化を図りながら、子ども・子育て家庭等への支援を着実に提供
し、妊娠期から子育て期にわたって切れ目なのない支援に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
15,326

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源12,771）

→ →

2

取組名 相談体制の充実（こども家庭センターの運営） 事業課

こども政策に関する各種計画の策定・推進 事業課 子育て支援課

取組概要
「第三期子ども・子育て支援事業計画」に基づき各種取組を進めるとともに、「こども計画」の策定については、引き続き
他自治体等の動向等を注視します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

取組名

取組方針3 子育ち・子育てを支える環境づくり

内容

　安心して子育てができるように、産前産後から子育て期を通じた切れ目のない支援の提供に努めるとともに、地域や事業
者など多様な社会資源を効果的に活用した子育ち・子育て支援に取り組みます。また、誰一人取り残すことのないように、
関係機関とも連携しながら、未来を担う全ての子どもが、健やかに成長できる環境づくりを進めます。

1

取組名 地域子ども・子育て支援事業 事業課 子育て支援課他

取組概要

「子ども・子育て支援法」の規定に基づき、各年度における地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」（ニーズ量）と
「確保方策」（提供体制）を「子ども・子育て支援事業計画」に定めています。
それぞれの事業について、見込まれるニーズ量に対する供給体制を確保できるよう、引き続き、各事業担当課（子育て支援
課、こども施設課、こども育成課、健康・医療連携課、生涯学習課）において取組を進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
478,010

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源247,348）

→→

2

取組名 子どもの権利に関する普及啓発（再掲） 事業課 子育て支援課

取組概要
「児童の権利に関する条約」や「こども基本法」の基本理念等を踏まえ、子どもの権利に関する普及・啓発を進めることが
求められています。今後は、関係課と十分に連携し、広く子どもの権利に関しての理解が進むよう、その普及啓発に取り組
みます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針2 子ども・子育て当事者の視点に立った取組の推進

内容

　こども基本法等を踏まえ、「こどもまんなか社会」の実現に向け、子どもの意見の尊重や相談体制の充実などにより、全て
の子どもの権利が尊重される環境づくりを推進します。また、より良い親子関係の形成を通じて子どものより良い成長につ
なげるため、子育て当事者の意見も踏まえた取組に努め、さらなる子ども・子育て環境の充実を図ります。

1

取組名 こども施策に対する子ども・子育て当事者等の意見の反映 事業課 子育て支援課

取組概要

子ども・子育て当事者等の意見を聴取してこども施策に反映させる措置を講ずることが「こども基本法」において義務付け
られており、現在は、子ども・子育て会議において、子どもの保護者２名を委員として委嘱し、子育て当事者の意見を聴取
しています。
引き続き、子ども・子育て当事者等の意見を施策に反映する取組等について、関係課と連携しながら取組を進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →
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こども育成課

保育料の多子軽減 事業課

6

取組名 児童虐待防止対策 事業課 子育て支援課

取組概要

要保護児童等対策地域協議会を定期的に開催し、関係機関と連携して児童虐待の予防・再発防止に向けた対策を講じます。
また、虐待に関わる職員や相談員等においては、各種研修を通して専門的技能を高め、対応力の向上に努めます。引き続
き、本市において子どもの命が脅かされることのないよう、特に大阪府子ども家庭センターや子どもの生活の場となる学
校・施設関係者等との連携・連絡調整等を密にし、児童虐待の未然防止、早期発見、支援が必要な児童・保護者等への相談
支援等を行います。

2,876

取組名 ヤングケアラー支援体制の強化 事業課 子育て支援課

取組概要
ヤングケアラー認知度向上のための啓発、相談窓口の案内等を継続して実施するとともに、他の自治体の取組等も参考とし
ながら、関係部局、関係機関等と連携し、ヤングケアラー支援に取り組みます。

9

取組名 事業課 健康・医療連携課

取組概要
妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して相談支援を行い、必要に応じて支援プランを策定し、関係機関と
連携して包括的な支援事業を実施します。また、保護者の方と関係機関が子どもの情報を共有し、支援の方向性を共有する
ためのサポートブックはばたきの配布も希望者に対して行います。

事業費
（千円）

令和8年度
10,752

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源8,957 ）

→ →

事業費
（千円）

令和8年度
0

事業費
（千円）

令和8年度
19,678

こども育成課

令和10年度令和9年度 → →

取組名 親子が集える場の提供 事業課

取組概要
2歳児クラスの児童に係る保育料を無償化します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

49,282

取組概要

取組名 ひとり親家庭への支援 事業課 こども育成課

取組概要

乳幼児を持つ親とその子どもが気軽に集い、相互に交流を図る場として地域子育て支援拠点を提供しています。市が委託す
る市内5か所の拠点が、それぞれの特性を活かしたイベントや子育て講座を開催、また、子育てについての相談、助言、情
報提供等を行い、親の子育てへの負担感の緩和を図り、安心して子育てができるよう、親子共に安らげる居場所として環境
を整備します。

事業費
（千円）

令和8年度 令和9年度

ひとり親家庭に対して、自立を促進するため「自立支援教育訓練給付金」や「高等職業訓練促進給付金」などを支給し、就
業に向けた資格取得の支援等を行います。また、離婚前から「無料法律相談」の案内を行い、「養育費確保支援事業」を行
うことで、養育費の確保についても支援します。

7

令和10年度

8

（うち特定財源32,854）

0

令和10年度
（うち特定財源 0）

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源1,916）

「子どもの未来応援プラン」に基づき、各課において関連事業を推進し、毎年度、実施状況・課題・今後の方向性等につい
て確認・共有しています。引き続き、子どもの貧困対策に係る取組を進めます。

令和9年度

→ →

→ →

→ →

→ →

5

事業費
（千円）

令和8年度

取組名

4

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 子どもの貧困対策 事業課 子育て支援課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度

（うち特定財源12,339）
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13

取組名 妊婦のための支援給付 事業課 健康・医療連携課

取組概要
妊娠期から切れ目のない支援を行う観点から経済的支援とともに、妊産婦やその配偶者等に寄り添い、必要な支援につなげ
る伴走型相談支援を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
40,500

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源40,500）

12

取組名 産婦人科・小児科オンライン相談 事業課 健康・医療連携課

取組概要
既存の対面を前提としたサポートだけでは届かない不安、孤立感を抱えた家庭が増加している中で、気軽に産婦人科医、小
児科医、助産師に相談できる体制構築により、産後うつの重症化や孤立化、虐待予防を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
4,356

→ →令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 2,178）

11

取組名 産後ケア事業 事業課 健康・医療連携課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
4,500

→ →令和9年度 令和10年度
（うち特定財源3,375）

（妊婦健診）妊娠高血圧症候群、糖尿病、貧血やその他の合併疾患のチェックを行い、流産、死産、未熟児出生等の予防を
図ります。（産婦健診）出産病院等において、産後2週間と1か月の2回、問診・診察・エジンバラ産後うつ病問診票等を行

関、助産院により実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
3,278

→ →

健康・医療連携課

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源1,639 ）

14

取組名 子育て世帯訪問支援事業 事業課 子育て支援課

取組概要
家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に防ぐため、訪問支援員が、家事・子育て等に不安を抱えた子育て家
庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴し、家事・子育て等の支援を実
施します。

事業費
（千円）

令和8年度
1,836

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源1,224）

10

取組名 妊婦健診・産婦健診 事業課

取組概要

15

取組名 藤井寺市乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 事業課 こども育成課

取組概要
保護者の就労要件を問わず、月一定時間の中で保育所等を利用できる制度で、良質な成育環境が提供できるよう取組を進め
ます。

事業費
（千円）

令和8年度
14,184

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源12,409）
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令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 指導教諭による授業づくり研修 事業課 学校教育課

取組概要 指導教諭による公開授業を行い、参加した教員が具体的な指導技術を学び、自校での実践に活かせる研修を企画します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

2

取組名 小学校専科指導教員 事業課 学校教育課

取組概要
小学校において、教科指導の専門性の高い教員を各校に配置し、特定教科の授業を行うことで、児童の興味・関心を高め、
学力向上につなげます。

事業費
（千円）

令和8年度
16,112

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針1 確かな学力の育成

内容

　誰一人取り残すことなく、児童生徒の可能性を引き出す教育に向けて、個別最適な学びと協働的な学びを一体的に充実
します。また、教員が主体的な取組を進めることができるように、定期的に教職員研修を実施し、学校が学習指導要領にお
ける児童生徒の「主体的・対話的で深い学び」につながる授業の実現を図ります。

1

取組名 学力向上推進支援事業 事業課 学校教育課

取組概要
して、学識経験者を継続的に派遣し、それぞれの授業改善をPDCAサイクルで取り組みます。

事業費
（千円）

令和8年度
1,250

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

1.全国学力・学習
状況調査の学力調
査結果（平均正答
率）

小：国語：64％
　　算数：59％
中：国語：66％
　　数学：45％
（令和5年度）

小：国語：63％
　　算数：５６％
中：国語：４８％
　　数学：４２％
（令和７年度）

府平均水準 府平均水準 学校教育課

施策名 ２－２　学校教育の充実

求められていること 一人ひとりの個に応じた教育支援や生きる力を育む教育の推進が必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

２．「課題の解決に
向けて、自分で考
え、自分から取り組
んでいましたか」肯
定的回答の割合

小：74.1％
中：79.4％
（令和5年度）

小：80.2％
中：80.0％
（令和7年度）

小：80％
中：80％

小：80％
中：80％

学校教育課

64.21％ 69.08％ 71.85％ 80.31％ 教育総務課

3.就学前の教育相
談件数

全ての相談依頼に
対応（延べ64件）

全ての相談依頼に
対応（延べ101件）

全ての相談依頼に
対応

全ての相談依頼に
対応

学校教育課

4.「学校に行くのは
楽しいと思います
か」肯定的回答の
割合

小：82.4％
中：78.1％
（令和5年度）

小：83.7％
中：81.5％
（令和７年度）

小：85％
中：82％

小：85％
中：82％

学校教育課

5.トイレ洋式化率
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5

取組名 英語教育の充実 事業課 学校教育課

取組概要

市内小中学校にALTを４名配置し、小学校では、「聞く」「話す」、中学校では「聞く」「読む」「話す」「書く」をバラ
ンスよく育成する英語教育を充実します。
英語を使うことに一層楽しさを感じられるよう、中学校英語科教員、小学校英語専科、ALTで授業で活用できるワークを共
有します。
BASE in OSAKAを活用し、家庭学習の定着や「書く・話す」力を伸ばします。

事業費
（千円）

令和8年度
21,737

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

5

取組名 専門家による巡回相談事業 事業課 学校教育課

取組概要
専門家と市のリーディングチーム担当教員が市内小中学校を年間１４回訪問し、障がいのある児童・生徒の理解を深め、一
人ひとりの教育的ニーズに合った継続的な支援について学校に指導助言を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
420

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

4

取組名 帰国・渡日児童生徒の支援の充実 事業課 学校教育課・教育総務課

取組概要
帰国・渡日児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、日本語指導担当教師を中心としてそれぞれのニーズに応
じて計画的に指導するため、学級担任、教科担任、日本語指導員と連携しながら支援体制の充実を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
1,485

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 不登校児童生徒の支援の充実 事業課 学校教育課

取組概要

校内教育支援センターを充実させ、安心安全な環境整備を進めることで、学校に来ることはできるが教室に入ることができ
ない児童生徒、教室に入る前に気持ちを落ち着かせる場を必要とする児童生徒の居場所づくりを進めます。市教育支援セン
ター「ウイング」と連携し、学校に登校することができない児童生徒の居場所づくりをするとともに、社会的な自立をめざ
す取組を進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
6,294

→ →

2

取組名 適正就学に向けた相談体制の確立 事業課 学校教育課

取組概要
本人及び保護者の意向や将来の希望など教育的ニーズに寄り添い、各学校園の就園就学相談担当教員及び支援教育に関する
専門家、教育委員会の担当指導主事が連携し、個々の障がい状態や発達年齢等に応じた就園就学の実現のために、きめ細や
かな教育相談に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
510

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針2 個に応じた教育支援の推進

内容

　家庭、地域、保育所・幼稚園・こども園・小中学校が連携し、障害のある子どもたち、配慮や支援が必要な子どもたち一人
ひとりのニーズに応じた教育内容・相談体制の充実を図ります。また、不登校や帰国・渡日といった配慮を要する児童生徒
に対して、それぞれの実態やニーズに応じたきめ細かな支援と居場所づくりを充実します。

1

取組名 支援教育の充実 事業課 学校教育課

取組概要
教育的支援の必要な子どもに対する理解を深めるための研修を実施します。また、支援教育に関する専門家、府立支援学校
リーディングスタッフ等による訪問指導を通して教職員の専門性の向上を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
30

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

4

取組名 夏季授業づくり研修 事業課 学校教育課

取組概要

令和８年度は、社会科、理科の授業づくり研修を実施します。社会科では地域資源の教材化、小中の学びのつながりを意識
した授業づくりについて研修します。理科の授業づくり研修では、今年度も四天王寺大学の協力のもと、科学機器を扱う企
業や大学教授による複数講座を企画するなど授業力改善に向けた取組を進めます。また、学力の向上に密接に関わってくる
非認知能力についての研修も行い、教員の授業力向上につなげます。令和９年度以降も課題に即した研修を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
250

→ →
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5

取組名 事業課 教育総務課

取組概要

学校プールについては、設置後50 年以上が経過し老朽化が著しいこと、また安全を確保した水泳授業の実施が教員への大

なりました。この試行実施を踏まえて、令和８年度は４校で実施することになりました。今後も引き続き市立小中学校での
水泳授業のあり方や学校プールへの対応について検討を進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
16,783

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 0）

令和10年度
（うち特定財源 0）

4

取組名 ＧＩＧＡスクール構想事業 事業課 教育総務課

取組概要
教育ICT環境の充実を図り、多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化された創造性を育む教育を持
続的に実現させます。令和6年度は校務用ＰＣの更新を行い、順次、計画的なＩＣＴ環境の充実に取り組みます。
今後、ＣＢＴ（Computer Based Testing）が進むことが示されているため、ボトルネックの把握と改修が必要です。

事業費
（千円）

令和8年度
119,210

令和9年度 → →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 建物改修事業 事業課 教育総務課

取組概要
安全・安心に生活ができるように、学校施設全般について維持保全を行います。主に、屋上防水、外壁、内装、プール防水
シート、消防設備、受電設備などについて計画的に改修を進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
43,691

→ →

取組方針3 学校施設の計画的な整備

内容

　市立小学校及び中学校の屋上防水、外壁改修、トイレ改修、プール改修、エアコンやパソコン更新等の建物及び設備、備
品について、引き続き、計画的な改修・整備に取り組みます。また、改修・整備にあたっては、脱炭素社会の実現に向けた取
組など、将来を見据えた安全・安心で快適な教育環境の充実に努めます。

1

取組名 トイレ改修事業 事業課 教育総務課

取組概要
教育環境の質の向上と健康増進のため、トイレの洋式化・乾式化への改修を進めます。
Ｒ７年度では小学校４校で計32カ所の洋式化を行い小中学校のトイレ洋式化率は69.08％となりました。
Ｒ８年度には小学校の洋式化率80％を目指します。

事業費
（千円）

令和8年度
17,188

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 エアコン更新事業 事業課 教育総務課

取組概要
教育環境の質の向上と熱中症対策として、小中学校10校全校の普通教室及び特別教室にエアコン整備を行いました。令和元
年9月から稼働し、令和13年度末まで業者による維持管理を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
31,789

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

6

取組名 市立学校配置検討資料作成業務 事業課 教育総務課

取組概要
本業務は本市の小中学校について、老朽化状況や児童・生徒数の将来の見通し、建替えの可否についての技術的な検証や費
用などを踏まえた、将来の学校のあり方について検討するための基礎資料を整理することを目的とし実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
7,579

令和9年度 （令和8年度で終了予定） 令和10年度 （令和8年度で終了予定）
（うち特定財源 0）
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令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 20）

3

取組名 指導員の資質向上に向けた取組 事業課 生涯学習課

取組概要
社会教育指導員による巡回訪問に加え、外部講師を招いての研修（アレルギー対応研修・チームワーク研修）を実施し、資
質向上に努めています。

事業費
（千円）

令和8年度
30

→ →

2

取組名 放課後子ども教室 事業課 生涯学習課

取組概要 いて運動場での自由遊びや図書室等を利用し学習活動、おおさか元気広場のネットワークを活用した出前プログラムを実施
します。引き続き、プログラムの充実に取り組みます。

事業費
（千円）

令和8年度
568

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 457）

→ →

施策名 ２－３　児童・生徒、青少年健全育成の推進

求められていること 家庭・地域・保育所・幼稚園・小中学校が連携し子どもたちの成長を地域全体で支える環境づくりが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

取組方針1 放課後児童の居場所づくり

内容

　利用ニーズの高い放課後児童会については、現状の待機児童ゼロを維持するため、受け入れ態勢の整備や指導体制の
充実を進めます。また、放課後児童会と放課後子ども教室の連携及び各事業の充実を図り、放課後における子どもたちの
安全な居場所づくりに取り組みます。

1.放課後児童会の
待機児童数

0人 0人 0人 0人 生涯学習課

3.市立中学校の部
活動を地域連携し
ている学校数

0件 0件 一部 全ての学校 学校教育課

２.コミュニティ・ス
クールの数

1箇所 1箇所 2箇所 3箇所以上 学校教育課

1

取組名 放課後児童健全育成事業（放課後児童会） 事業課 生涯学習課

取組概要
児童数（低学年）については、第三期子ども子育て支援事業計画で令和８年度をピークに減少していくとされているが、高
学年の利用は増加する予測となっています。引き続き、学校等との協議を継続し、待機児童０を維持できるよう努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
241,887

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源161,629）

→ →

4

取組名 放課後校庭開放事業 事業課 生涯学習課

取組概要
放課後に学校の校庭を開放し、児童の安全・安心な居場所を確保するとともに、自由な遊びや交流の機会を提供すること
で、子どもの健全な育成を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
34

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 0）
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2

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

取組名 ドリームプレゼンター・キャリアパスポート 事業課 学校教育課

取組概要

市内全小学校５年生の児童に対して、夢を持つことの素晴らしさを伝えるメッセージを持っておられる方を講師として招い
て、児童が、「夢を持つこと」の素晴らしさや、将来に向けて「今学ぶこと」への興味・関心を高め、自分の夢に向かって
日々の生活を見つめ、児童の自己実現・自己肯定感を育む機会として実施します。また、自らの学習状況やキャリア形成を
見通したり振り返ったりするために、キャリアパスポートを活用します。

事業費
（千円）

令和8年度
196

取組方針3 体験や交流機会の充実

内容

　学校支援地域本部事業（フェスタ等）及びわくわくチャレンジウォーク事業などを継続し、子どもたちがのびのびと遊び・活
動できる場づくりをはじめ、親子や地域で楽しめる機会の拡充に取り組みます。また、キャリア教育の一環として、各種職業
の講師講演、企業訪問、宿泊行事での職業体験・民泊体験の取入れを行います。

1

取組名 事業課 生涯学習課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
1,851

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 460）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

2

取組名 藤井寺市地域部活動あり方検討委員会 事業課 学校教育課

取組概要
地域部活動あり方検討委員会を開催し、本市の状況に即した、市内中学校の部活動のあり方について協議を進めます。
地域クラブを希望する地域で活動する団体を認定できるように進めます。
可能な範囲で、学校部活動を外部指導部活動や合同部活動、拠点校部活動に移行します。

事業費
（千円）

令和8年度
76

→ →

取組方針2 地域全体で支える体制の構築

内容

　地域とともにある学校づくりに向けて、学校と地域がパートナーとなり、協働で児童・生徒を育成するため、新たな学校を
モデル校としてコミュニティ・スクールを導入します。その協議会で熟議された内容を具体化するため、地域学校協働推進
本部を設置し、地域学校協働活動推進員を中心に、地域学校協働活動を一体的に推進します。また、地域スポーツ団体や
地域文化団体と連携し、市立中学校の部活動を地域と連携した形へ移行します。

1

取組名 地域学校協働活動事業 事業課 生涯学習課

取組概要 ネットワークを活用しながら地域学校協働本部としての機能構築のため、各団体に対して協働活動の目的や意義についての
周知を図り、ネットワークへの参画を呼びかけます。

事業費
（千円）

令和8年度
580

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 188）

→ →
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取組方針2 魅力的な生涯学習講座の提供

内容

　市民一人ひとりが個性や能力を伸ばし、自己実現や課題解決につなげられるように、生涯学習活動の支援を促進します。
また、民間企業や関係団体とも連携しながら、社会情勢や各世代のニーズに合った多様な学習機会を企画、実施すること
により、魅力的な講座の提供と生涯学習環境の充実を図ります。

1

取組名 事業課 生涯学習課

取組概要
多様化する学習ニーズや社会情勢の変化に対応した講座を実施するとともに、地域の特色や施設の特性を活かした学習機会
を提供します。また、企業等の連携を通じて、より質の高い講座の充実を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
1,425

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 1,425）

→ →

2

取組名 生涯学習活動の情報発信 事業課 生涯学習課

取組概要
市広報、市ホームページ、SNS等を活用し、生涯学習に関する情報発信の充実を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

1.公民館等での講
座満足度

75.2％ 77.4％ 80.0％ 90.0％ 生涯学習課

3.市立図書館団体
貸出冊数

15,967冊 15,615冊 16,000冊 16,000冊以上 図書館

２.市立図書館個人
貸出冊数

240,801冊 229,539冊 250,000冊 250,000冊以上 図書館

施策名 ２－４　生涯学習の推進

求められていること 市民の学習ニーズに対応したプログラムの提供や読書環境の充実が必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

内容

　ライフステージに応じ、市民が自ら生涯学習に参加するきっかけとしたり、様々な世代が集い、学び合うことで、仲間づく
り・生きがいづくりができる機会にしたりするための情報提供として、生涯学習活動の情報発信を充実します。また、公民館
教室を通じて、ニーズに応じた学習環境の充実を図るとともに、様々な世代が集い、学び合うことで、仲間づくり・生きがい
づくりができる機会を提供します。

取組方針1 生涯学習推進体制の構築

1

取組名 生涯学習センター貸館事業 事業課 生涯学習課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
4,854

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 3,321）

→ →
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7

取組名 市立図書館の耐震化 事業課 図書館

取組概要
照明器具の維持管理の安定化、ならびに省エネルギー化に伴う温室効果ガス排出及び電気料金の削減を目的に、既存照明器
具を LED 照明に切り替えます。

事業費
（千円）

令和8年度
8,140

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

（令和8年度で終了予定） （令和8年度で終了予定）

6

取組名 読書活動の推進 事業課 図書館

取組概要
あらゆる世代に向け、読書機会の提供及び図書館の利用促進を図ります。誰もが読書に親しめるよう、読書バリアフリーを
目指し、読書環境の整備を行います。また、子どもの読書活動を推進します。

事業費
（千円）

令和8年度
9

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

5

取組名 図書館資料の充実 事業課 図書館

取組概要 や、古代史料整備基金を活用して古代史、考古学及び世界遺産関連図書の充実を図ります。また、学校図書館支援用の資料
の充実を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
7,550

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

4

取組名 障害のある方へのサポート 事業課 図書館

取組概要
図書館所管ボランティア団体である藤井寺市朗読の会ひびきと協働し、録音図書、録音雑誌の作成、対面朗読の実施を行
い、障害のある方への読書環境のサポートに努めます。その他全国の点字図書館等と連携し、資料の提供を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
40

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 ボランティア団体の養成 事業課 図書館

取組概要
図書館所管ボランティア団体に対し、講習会や研修会を開催し、会員の資質向上を図り、協働事業を実施します。また、ボ
ランティア養成についても講座を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
498

→ →

2

取組名 語り手派遣事業 事業課 図書館

取組概要
図書館所管ボランティア団体である藤井寺市ボランティアサークルおはなしころりんと協働し、市立小学校、市内幼稚園、
保育所、こども園や子育てグループ、子育て支援団体に対し、おはなし会やブックトークなどを行う、語り手を派遣しま
す。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針3 図書館環境の整備

内容

　読書環境を整備し、市民の多様なニーズに応じた資料提供、読書機会の提供に努めます。また、SNSも活用しながら、イ
ベント情報、サービスの紹介や利用方法、本の紹介など、様々な情報を伝え、市立図書館の魅力をアピールすることで、読
書活動の推進と、図書館の利用促進を図ります。

1

取組名 学校図書館との連携 事業課 図書館

取組概要
学校図書館支援として、一元化した図書館システムを運用し、各校への団体貸出や児童生徒、教職員への個人貸出を行いま
す。また、学校司書と情報共有し、レファレンス等の充実を図り、各校に適した資料提供を行います。学校教育課と協働
し、学校図書館関係職員との情報共有、学校司書への研修などを行います。各校への資料の配送を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
3,072

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

8

取組名 ブックスタート事業 事業課 図書館

取組概要
保健センターにおける4か月児健康診査時において、絵本を１冊プレゼントするとともに、絵本の読み聞かせ、図書館の利
用案内・登録用紙・ブックリスト配布を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
280

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 280）
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令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 日本体育大学との連携協定に基づく事業の実施 事業課 スポーツ振興課

取組概要
本市スポーツ振興課の事業を展開していく中において、その講師として日本体育大学生を招き、参加者への指導などを行い
ます。また、毎年１１月に東京都で開催される、基本協定締結自治体と大学とのフォーラムに参加し、意見交換等を行いま
す。

事業費
（千円）

令和8年度
222

→ →

→

1

取組名 事業課 スポーツ振興課

取組概要
に開催し、令和8年度は石川玉手橋出会いの岸辺（左岸）を大会本部とし、石川サイクルロードをコースとして実施しま
す。

事業費
（千円）

令和8年度
1,295

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

3.アルティメット普
及事業参加者数

100人 21人 250人 400人 スポーツ振興課

２.体力・運動能力
テスト参加者数

110人
－

（耐震工事のため
未実施）

150人 180人 スポーツ振興課

4.文化ふれあいま
つり来場者数

608人
（令和5年度）

６７９人 2,000人 2,500人 協働人権課

取組方針1 スポーツ振興事業の推進

内容

　市民の多様なニーズに対応し、各種のスポーツ推進事業や施設等の整備・更新、スポーツを通じた地域コミュニティ活動
の活性化を図ります。また、市内のスポーツ関係団体や民間企業（包括連携協定企業）との協働を図りながら、競技スポー
ツ並びに生涯スポーツの普及振興に取り組みます。

1.市民マラソン大
会参加者数

293人
－

（雨天中止）
400人 500人 スポーツ振興課

施策名 ２－５　スポーツ、文化・芸術活動の推進

求められていること ライフステージに応じて参加できる環境づくりや活動機会の充実が必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

事業課 スポーツ振興課

取組概要
子どもから高齢者までの幅広い世代向けであるアルティメットを普及し、競技の楽しさとともに地域に根付かせていくた
め、フライングディスク体験会や教室を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
77

→

4

取組名 事業課 スポーツ振興課

取組概要
実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
785,389

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源785,389）

→ →

令和9年度

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

2

取組名 アルティメット普及事業
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事業費
（千円）

令和8年度
50

→

→ →

→ →

→ →令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

6

取組名 事業課 協働人権課

取組概要
指定管理者による自主文化事業をパープルホールで実施し、ダンスイベント、サマーコンサート、高等学校の軽音楽イベン
ト、大ホールでのフルコン体験など、文化芸術の鑑賞機会を提供を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
3,000

→ →

5

取組名 事業課 協働人権課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
160

4

取組名 文化ふれあいまつり事業 事業課 協働人権課

取組概要
し

ます。令和8年度では、日頃の練習の成果を発表する舞台発表の部と作品展示の部、市内高校と連携し、書道パフォーマン
ス等を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
240

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 FUJIりんぴっく 事業課 スポーツ振興課

取組概要
毎年５月に子どもたちに走る楽しさや早く走るコツなどを、専門指導者による走り方教室を開催し、５０ｍや１００ｍの記
録会を実施します。

ライフステージに応じたレクリエーション活動支援

内容

　個人の健康づくり・生きがいづくりに加え、世代間の交流や地域の活性化につながる機会として、ライフステージに応じ、
楽しく体を動かしたり、頭を使ったり、創作したりできるレクリエーション活動に、気軽に参加できるような支援や環境の充実
に取り組みます。

2

取組名 ニュースポーツ普及事業 事業課 スポーツ振興課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
240

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針2

1

取組名 体力・運動能力テスト 事業課 スポーツ振興課

取組概要
スポーツ庁及び大阪府教育庁からの依頼により、毎年９月に握力や上体おこしなど、年齢に応じた項目に基づき測定を実施
します。
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4

取組名 事業課

3

取組名 事業課

取組方針3 文化・芸術に触れる機会の充実

内容

　文化芸術活動の拠点である市民総合会館の利用を促進するとともに、市民文化活動の発表や良質な文化・芸術鑑賞の
機会を提供し、誰もが文化・芸術に親しめる環境づくりを推進します。また、本市独自の藤井寺市民音頭の普及や伝統文化
の継承・保存を促進します。

1

取組名

協働人権課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
147,204

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

協働人権課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
160

→ →

2

取組名 文化ふれあいまつり事業（再掲） 事業課 協働人権課

取組概要
し

ます。令和8年度では、日頃の練習の成果を発表する舞台発表の部と作品展示の部、市内高校と連携し、書道パフォーマン
ス等を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
240

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

事業課 協働人権課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
2,284

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →
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取組概要

がん検診の受診率向上を図るため、各種がん検診を保健センター、各医療機関及び大阪がん循環器病予防センターで引き続
き実施します。
令和7年度より、はびきの医療センターでの乳がん個別検診と、79歳以下の対象者全員に対して子宮頸がん検診受診券の送
付や、保健センターでのがん検診のオンライン申込を開始し、より簡単に申込できるようになりました。令和8年度も引き
続き実施していきます。

事業費
（千円）

令和8年度
68,757

→ →令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 3,020）

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 事業課 保険年金課

取組概要
生活習慣病やフレイルなど高齢者の特性を踏まえた健康状態を把握し、適切な支援に繋げるよう健康診査の受診勧奨を行い

奨を行います。
事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

4

取組名 各がん検診 事業課

2

取組名 特定保健指導（国保） 事業課 保険年金課

取組概要
特定保健指導実施率向上に向けて、電話での利用勧奨を行い、面談または訪問で保健指導を行います。また、藤井寺市商工
会（ためとくくん会）の協力を得て、保健指導を利用された方には、粗品と商工会加盟店で利用できるポイントカード（た
めとくくんカード）を配付します。

事業費
（千円）

令和8年度
7,137

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 7,137 ）

→ →

取組方針1 各種検診（健診）受診率の向上

内容

　生活習慣病の予防と健康増進を目指し、被保険者への特定健診の受診や特定保健指導の利用、歯科健診への受診など
を、訪問・電話・文書等を通じて積極的に推奨します。また、がん検診については、日曜の集団検診や夜間・土曜受診、一日
で最大5つの検診を受けられる施設検診などの周知に努め、受診率の向上に努めます。

1

取組名 特定健康診査（国保） 事業課 保険年金課

取組概要
大阪府内の医療機関で、休日・夜間も受診できたり、予約不要な医療機関もある、個別健診の体制を取っています。また、
特定健康診査受診率向上に向けて、藤井寺市医師会の健診担当医師と連携を取りながら、訪問や電話・通知での健診受診勧
奨を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
47,212

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源47,212 ）

→ →

4.健康づくりに関
する事業等に取り
組み、元気になった
市民の延べ紹介事
例数

1件 2件 5件 9件 高齢介護課

3.乳幼児健診受診
率

4か月:98.2％
1歳6か月:97.5％
2歳6か月:92.4％
3歳6か月:95.1％

4か月:98.3％
1歳6か月:96.8％
2歳6か月:89.4％
3歳6か月:96.8％
5歳:92.8％

各健診において
96％以上

各健診において
98％以上

健康・医療連携課

２.成人歯科健康診
査受診率

10.2％ 9.7％ 13.0％ 15.0％ 健康・医療連携課

1.がん検診受診率

胃:5.9％
肺:5.1％
大腸:5.9％
子宮:11.5％
乳:14.5％

胃:6.7％
肺:4.8％
大腸:5.1％
子宮:15.3％
乳:15.6％

胃:7.4％
肺:6.6％
大腸:7.4％
子宮:13.0％
乳:16.0％

胃8.9％
肺:8.1％
大腸:8.9％
子宮:14.5％
乳:17.5％

健康・医療連携課

施策名 ３－１　健康づくりの促進

求められていること あらゆる世代が健やかに暮らせるように、健康づくりへの支援を充実することが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課
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2

令和9年度 令和10年度

帯状疱疹ワクチン接種事業 事業課 健康・医療連携課

取組概要

令和７年度から開始した事業となり、対象者を５年間の経過措置とし、年度年齢６５歳・７０歳・７５歳・８０歳・８５
歳・９０歳・９５歳・１００歳の方、または満年齢６０歳以上６４歳までのヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害
があり日常生活がほとんど不可能な方としています。接種するワクチンは、生ワクチン（１回接種完了）と不活化ワクチン
（２回接種完了）の２種類選択性とし、接種対象者の体調・費用面で対応しています。対象者は生涯に１度、今年度のみの

事業費
（千円）

令和8年度
17,130

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 0）

（うち特定財源 0）

3

取組名 健康づくりに関する講座の実施 事業課

取組概要
各月齢、年齢において、疾病予防、早期発見を行い保護者への指導通じて乳幼児の健全育成を図ります。保健センターにお

事業費
（千円）

令和8年度
1,314

→ →

健康・医療連携課

取組概要
主に壮年期の方を対象に、8回1クールの健康づくり講座を実施します。教室を通して、健康に関する事項について正しい知
識の普及を図ることにより、「自らの健康は自らでつくる」という認識と自覚を高め、健康の保持増進を図ります。

取組名 各乳幼児健康診査 事業課

取組方針2 ライフステージに応じた健康づくり支援

内容

　生活習慣病の健康リスクの高い方へのハイリスクアプローチと市民全体の健康意識向上を融合した取組を進め、健康無
関心層も含め、市民全体の主体的な健康づくりに向けた仕組みの構築を推進します。また、介護予防の取組では、多職種
が関与しながらも、地域住民が主体となることを意識した地域に根付く健康づくりを進めます。

1

取組名 「ヘルスアップFujiidera」事業 事業課 保険年金課

取組概要 ローチ及びポピュレーションアプローチを行い、被保険者が主体的に健康づくりに取り組むことができるようにサポートし
ます。

6

取組名

5

取組名 乳幼児口腔衛生管理事業 事業課

220 令和9年度
（うち特定財源 146）

→ →

健康・医療連携課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度 2,475 令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 791）

→ →

6

取組名 運動・スポーツ習慣化促進事業

事業費
（千円）

令和8年度
9,131

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 2,140）

→ →

事業費
（千円）

令和8年度
158

→ →

事業費
（千円）

令和8年度
1,141

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 1,141 ）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 98）

取組概要

契約医療機関・保健センターで年間を通してがん検診を実施します。
がん検診の受診率向上を図るため、対象者にがん検診無料クーポンを、未受診者には再勧奨ハガキを送付します。令和8年
度は20歳女性（324人）へ子宮頸がん検診クーポン、40歳女性（315人）へ乳がん検診クーポン券を送付しました。また各
がん検診のうち要精検者への個別受診勧奨と、昭和50年生まれの男性484人へがん検診の受診勧奨を行います。

5

取組名 がん検診推進事業 事業課 健康・医療連携課

事業課 健康・医療連携課

取組概要
令和8年度よりスポーツ庁の補助金の活用はなくなったが、健康無関心層や生活習慣病予備軍を運動・スポーツによる健康
づくりに参画させるきっかけづくりの取組みとして健康カラダCheck会を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
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令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

4

取組名 救急時の医療体制の確保 事業課 健康・医療連携課

取組概要
二次救急医療事業負担金・準夜初期救急医療事業負担金を負担し、南河内二次医療圏における救急医療体制の確保に努
めます。

事業費
（千円）

令和8年度
4,602

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 2,119）

3

取組名 在宅医療・介護連携推進事業 事業課 高齢介護課

取組概要

地域における在宅医療・介護に携わる多職種間の情報共有と連携を促進するとともに、医療・介護関係者を支援する相談窓
口として、「在宅医療・介護連携支援センター」を設置し、在宅療養生活に向けた在宅医療や介護連携に関する相談支援を
行い、医療・介護に従事されている方々をサポートします。多職種連携の場である「いけ！ネット」に参画し、5つのワー
キングチームに分かれて、それぞれの課題について現状把握及び対策案を検討しています。また、医師会と連携しながら、

事業費
（千円）

令和8年度
2,119

→ →

2

取組名 南河内北部広域小児急病診療事業 事業課 健康・医療連携課

取組概要
土曜日・日曜日・祝日及び年末年始の準夜帯の小児の急病対策として、松原市・羽曳野市と共同で南河内北部広域小児
急病診療事業を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
10,035

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針3 地域医療体制の確保

内容

　市と市医師会、連携病院との間で締結した「藤井寺市地域医療等に関する連携基本協定」に基づき、地域医療の充実や
市民の健康及び予防医療に取り組みます。市立休日急病診療所では日曜・祝日・年末年始に内科・小児科に急病診療を実
施し、土日・祝日・年末年始の小児急病対策は近隣市との協力で実施します。一方で、多職種連携の場である「いけ！ネッ
ト」への参画をはじめ、在宅医療・介護連携推進のための協議や協働の取組を進めます。

1

取組名 休日急病診療所の運営 事業課 健康・医療連携課

取組概要
市立保健センターにおいて、休日における応急的な医療を提供するため、本市医療団体の協力を得て、日曜日・祝日及び年
末年始に休日急病診療所を実施し、内科・小児科の診療を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
30,845

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源10,400）

→ →

9

取組名 介護予防普及啓発事業 事業課 高齢介護課

取組概要
フォーラムを開催します。

事業費
（千円）

令和8年度
402

→ →令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 402）

7

取組名 地域介護予防活動支援事業 事業課 高齢介護課

取組概要

地域における通いの場づくりを進めるためのツールとして、ご当地体操「ええとこふじいでら♪体操」、おもりを使った体
操「あんたとふじいでら♪体操」を活用しながら、健康づくり・介護予防の地域展開を図ります。リハビリテーション専門

導を行います。

事業費
（千円）

令和8年度 2,218 → →令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 2,218）

8

取組名 介護予防・生活支援サービス事業 事業課

事業費
（千円）

令和8年度
326,385

→ →令和9年度 令和10年度
（うち特定財源326,385）

高齢介護課

取組概要

市が中心となって、市ならではの多様な生活支援・介護予防サービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づくり
を推進し、元気な高齢者や「要支援」に相当する人に対する効果的・効率的な支援を目指します。令和８年度からの「通所
型サービスＣ」の創設に向け、既存サービスの見直しや市高齢介護課、地域包括支援センター窓口での対象者の抽出の方法
について検討を進めます。
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2

取組名 小地域ネットワーク事業 事業課 福祉総務課・高齢介護課

取組概要

独居高齢者や高齢者夫婦世帯が安心して暮らせる地域社会の実現を目指し、各ブロック福祉委員会を主体として地域活動推

事業費
（千円）

令和8年度
13,878

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源13,878）

→ →

取組方針2 市民相互の助け合いの推進

内容

　誰もが住み慣れた地域で安心して生活していけるように、市民参加による見守りや支え合いが行える地域づくりに向け、
地域福祉活動をコーディネートするコミュニティーソーシャルワーカーを配置し、地域福祉のネットワークを強化することによ
り、地域における人と人とのつながりの創出や市民相互の助け合いを推進します。

1

取組名 コミュニティソーシャルワーカー設置事業 事業課 福祉総務課

取組概要
ターとして、ＣＳＷを３名、藤井寺市社会福祉協議会に配置し、地域福祉を推進します。

事業費
（千円）

令和8年度
23,118

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 23,118）

→ →

2

取組名 ボランティアセンター事業 事業課 福祉総務課

取組概要
藤井寺市社会福祉協議会が実施する、ボランティア活動に必要な知識や技術を身につけることができるよう各種講座、研修
会やボランティアに関連した様々な情報発信について、補助金の交付等を通じて支援します。

事業費
（千円）

令和8年度
5,431

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針1 地域福祉意識の醸成

内容

　地域社会が抱える様々な福祉課題に対応していくため、行政による各種の福祉施策や福祉サービスに加え、地域におけ
る様々な福祉活動の認知度の向上を図り、市民の地域福祉に対する理解と関心を高め、誰もが地域福祉の担い手となっ
て、交流活動やボランティア活動に参加できるような機運の醸成に努めます。

1

取組名 周知・啓発事業 事業課 福祉総務課

取組概要
で安心して暮らせるまちづくりを進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

3.生活困窮者自立
支援窓口につなが
る相談件数

144件 76件 70件 90件 生活支援課

２.コミュニティソー
シャルワーカー
（ＣSＷ）の配置

2人 2人 3人 3人 福祉総務課

1.個人ボランティア
登録者数

52人 53人 70人 90人 福祉総務課

施策名 ３－２　地域福祉の推進

求められていること 地域福祉のネットワークを強化し、支援が必要な人を、適切にサポートすることが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課
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2

取組名 住居確保給付金事業 事業課 生活支援課

取組概要

離職などで住むところがなくなった方や住む場所を失うおそれの高い方を対象に、就職活動することを条件に、一定期間家
賃相当額を支給することにより、安定した住居の確保と就労自立を図る事業を実施します。令和7年度からは、支給対象を
拡充し、家賃とは別に、転居して家賃負担が減少することにより、自立が見込まれる方に対して転居にかかる費用の一部を
支給します。

事業費
（千円）

令和8年度
2,424

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 1,818）

→ →

取組方針3 セーフティネットの推進

内容

　社会経済情勢の変化をはじめ、様々な理由により生活困窮に陥った方や支援を必要としている方が必要なサービスを適
切に受けられるように、相談しやすい体制づくりの整備、関係機関との連携強化を図り、市民の方に相談機関を知ってもら
うための情報発信にも取り組みながら、地域福祉のセーフティネットの推進に努めます。

1

取組名 自立相談支援事業 事業課 生活支援課

取組概要
経済的困窮や就労活動困難、病気、住まいの不安定等の悩みがある方に対し、必要に応じて様々な専門機関と連携して支援
を行います。また、就労支援を希望された方に対して、就労支援を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
16,785

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 12,000）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 地域福祉活動場所の提供 事業課 福祉総務課

取組概要
うことで、地域福祉活動を推進します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

3

取組名 福祉の総合相談窓口の設置 事業課 福祉総務課

取組概要
制度の枠組みを超えてすべての福祉の困りごとを断らずに受け止める場所として、今年度から福祉の総合相談窓口を開設し
ます。高齢・障害・子育てなどが複雑に絡み合う世帯の課題を整理し、関係部署と連携して包括的な解決に取り組むこと
で、誰もが孤立せず安心して暮らせる地域共生社会の実現を目指します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 0）
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事業費
（千円）

令和8年度
27,000

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 761）

5

取組名 緊急一時保護事業 事業課 福祉総務課

取組概要
障害者虐待により生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められる障害者を、一時的に保護するために必
要な居室を確保し、食事、入浴等を提供します。

事業費
（千円）

令和8年度
1,014

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 3,870）

4

取組名 地域活動支援センター事業 事業課 福祉総務課

取組概要
障害者等に対し、居場所の提供や創作的活動、生産活動の機会の提供等を行うと共に、地域活動に必要な情報の提供や関係
機関との連携調整、啓発活動、食事・入浴の提供などを行います。

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 7,898）

3

取組名 藤井寺市障害児・障害者ふれあい支援事業 事業課 福祉総務課

取組概要
障害児及び障害者等に対し、創作活動・運動・レクリエーションなどの余暇活動の支援や、相談支援、療育支援、発達検査
及び知能検査の実施とフィードバックなどを提供します。

事業費
（千円）

令和8年度
31,350

→ →

2

取組名 手話奉仕員養成研修事業 事業課 福祉総務課

取組概要
手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得した者を養成することを目的に、手話教室講座を開催し
ます。

事業費
（千円）

令和8年度
1,415

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 609）

→ →

取組方針1 共生社会の実現に向けて

内容

　意思疎通支援事業や手話講座、市役所職員向けの手話研修について、内容や実施方法について精査を進めつつ、継続
して実施します。また、障害者虐待防止法に基づく施策についても継続して取り組みます。さらに、藤井寺市障害児・障害者
ふれあい支援事業の周知・充実を図りつつ、継続して実施します。

1

取組名 藤井寺市意思疎通支援事業 事業課 福祉総務課

取組概要
医療機関の受診や公的機関における手続などの日常生活場面において、意思疎通支援を必要とする聴覚障害者等に対して、
手話通訳や要約筆記を派遣します。

事業費
（千円）

令和8年度
493

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 212）

→ →

3.藤井寺市障害者
支援会議各部会の
延べ参加機関数

120団体
（令和5年度）

１３０団体 140団体 160団体 福祉総務課

２.市役所における
障害者優先調達額

417,259円 313,699円 450,000円 500,000円 福祉総務課

1.手話教室とス
テップアップ講座の
受講者数

31人
（令和5年度）

42人 35人 39人 福祉総務課

施策名 ３－３　障害児・者への支援

求められていること 障害のある人が、自立した生活や社会参加できる環境を整えることが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課
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6

取組名 各種啓発活動 事業課 福祉総務課

取組概要
差別解消や合理的配慮の考え方についての啓発活動、障害や障害のある人についての正しい理解の推進として、啓発物品の
配布、バザー、街頭キャンペーン、パネル展を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
120

→ →令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 52）

2

取組方針2 障害者雇用・就労の促進

内容

　障害のある人の地域におけるより一層の社会参加及び障害者の雇用や就労の促進に向け、市役所内の職場実習の受け
入れについて、障害福祉部署での受け入れを継続しつつ、他部署での受け入れについても検討を進めます。また、障害者
就労施設等からの調達を引き続き推進しつつ、工賃の向上に向けた取組を進めます。

1

取組名 障害者職場実習受け入れ事業 事業課 福祉総務課

取組概要
障害のある人の地域におけるより一層の社会参加及び障害者の雇用や就労の促進に向け、市役所内の職場実習の受け入れに
ついて、障害福祉部署での受け入れを継続しつつ、他部署での受け入れについても検討を進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度

取組名 障害のある人の雇用に関する周知啓発、雇用促進、関係機関との情報共有 事業課 福祉総務課

取組概要 雇用フォーラムを開催して、雇用に関する周知啓発を行います。また、個別ケースでの情報共有等を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
113

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

3

取組名 障害福祉サービスにおける各就労系サービスの環境整備、事業所の確保 事業課

取組概要
障害福祉サービスの支給決定について、国府通知に基づき、柔軟な制度運用を行います。

配布を開始しています。
事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

福祉総務課

取組概要 藤井寺市障害児・障害者ふれあい支援事業を継続して実施します。イオンでのバザーも引き続き開催します。

事業費
（千円）

令和8年度
31,350

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 7,898）

→ →

令和8年度
639

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 0）

（うち特定財源 0）
→ →

福祉総務課

4

取組名 障害のある人の社会参加意識を高め、地域における交流活動の支援 事業課

7

取組名 障害者緊急時受入確保事業 事業課 福祉総務課

取組概要
緊急時における障害者の一時的な居室を確保することにより、障害者が地域で安心して暮らしていくための生活支援の強化
を図ることを目的とします。

事業費
（千円）
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取組概要
令和６年度より、基幹相談支援センターを設置し、相談支援体制の充実を図っています。委託計画相談支援事業所と適時連
携を行います。藤井寺市障害者支援会議相談支援部会を開催し、連携を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
24,050

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 4,666）

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源2,140）

4

取組名 各乳幼児健康診査（ライフステージに応じた健康づくり支援再掲） 事業課 健康・医療連携課

取組概要
各月齢、年齢において、疾病予防、早期発見を行い保護者への指導通じて乳幼児の健全育成を図ります。保健センターにお

事業費
（千円）

令和8年度
9,131

5

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組名 特別児童扶養手当の支給 事業課 こども育成課

取組概要
心身に一定の障害を有する２０歳未満の児童を養育している方に対し、国制度に基づいて、特別児童扶養手当の支給を行い
ます。なお、申請漏れが発生しないように、受給の可能性のある障害者手帳所持者に対しては、手帳取得・更新時に、申請
を勧奨する通知を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

発達・発育に課題を抱える子どもやその家庭を支援するため、児童発達支援センター等との連携を強化しています。四天王
寺悲田院児童発達支援センターでは、本市、羽曳野市、松原市の3市が運営費を負担し、（福）四天王寺福祉事業団が療育
の提供をはじめ、助言・援助・指導などの支援を行います。

提供シートの作成・配布を通じて、必要な情報を届ける取り組みを進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
16,441

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→→

3

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

取組名 各種サービスの質と量の確保及びその提供体制の整備 事業課 福祉総務課

取組概要
障害福祉サービスの支給決定について、国府通知に基づき、柔軟な制度運用を行います。事業所に対して適時制度や研修の
周知を行います。
大阪府の監査に同行し、事業所のサービス提供体制の確認を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

1

取組名 相談体制の充実 事業課

取組方針3 切れ目のない相談・サービス提供体制の整備

内容

　藤井寺市障害者支援会議において、事例検討や地域課題の抽出・検討を行い、サービス提供体制の充実を図ります。ま
た、発育・発達に課題のある子どもに対して、適切な情報提供を行えるように、切れ目のない相談体制の充実に取り組むと
ともに、関係機関との連携を強化し、早期療育の提供を目指します。

6

取組名 相談体制の充実（こども家庭センターの運営）（再掲） 事業課 子育て支援課

取組概要
藤井寺市こども家庭センターにおいて、関係機関と連携強化を図りながら、子ども・子育て家庭等への支援を着実に提供
し、妊娠期から子育て期にわたって切れ目なのない支援に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
15,326

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源12,771）

→→

2

取組名 児童発達支援センター等との連携強化 事業課 福祉総務課、子育て支援課

取組概要

福祉総務課

→ →

7

取組名 障害者計画、障害福祉計画（8期）、障害児福祉計画（第4期）策定業務 事業課 福祉総務課

取組概要
障害者施策全般にかかる理念や基本的な方針、目標を定め、障害のある人が年齢や障害の種別等にかかわりなく、一人ひと
りの自立を支援し、身近な地域で必要なサービスを受けながら、安心して暮らすことができるよう、今後のサービス基盤の
整備を計画的に進めるために３つの計画を一体的に策定します。

事業費
（千円）

令和8年度
7,172

令和9年度 （令和8年度で終了予定） 令和10年度 （令和8年度で終了予定）
（うち特定財源 0）
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2

取組名 地域リハビリテーション活動支援事業 事業課 高齢介護課

取組概要
高齢者の「心身機能」「活動」「参加」それぞれの要素にバランスよくアプローチを行い、自立支援に資する介護予防の取
組を機能強化します。生活課題の解決に向けた助言が必要な高齢者に対し、ケアマネージャー、リハビリテーション職や管

1.短期集中型サー
ビス利用者数

17人 48人 120人 180人 高齢介護課

施策名 ３－４　高齢者への支援

求められていること 関係機関や地域との連携を深め、高齢者の介護予防・重度化防止に取り組むことが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

3.認知症サポー
ター養成講座受講
者数

400人 414人 410人 420人 高齢介護課

２.おもりを使った
体操に定期的に取
り組む通いの場の
数

5箇所 10箇所 10箇所 14箇所 高齢介護課

取組方針1 地域包括ケアシステムの深化

内容

　高齢になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるように、医療・介護の関係者や地域の住民団体
等との連携を深め、本市ならではの地域の資源を活かしながら、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供され
る「地域包括ケアシステム」の体制強化に取り組みます。

1

取組名 介護予防・生活支援サービス事業（再掲） 事業課 高齢介護課

取組概要

市が中心となって、市ならではの多様な生活支援・介護予防サービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づくり
を推進し、元気な高齢者や「要支援」に相当する人に対する効果的・効率的な支援を目指します。令和８年度より「通所型
サービスＣ」を創設するとともに、既存サービスの見直しや市高齢介護課、地域包括支援センター窓口での対象者の抽出の
方法について検討していきます。

事業費
（千円）

令和8年度
326,385

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源326385 ）

→ →

事業費
（千円）

令和8年度
7,870

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 7870）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財 6,723）

3

取組名 生活支援体制整備事業 事業課 高齢介護課

取組概要

生活支援コーディネーターが市内高齢者の投稿誌「ナイス！つながり情報便」を発行し、高齢者の地域における課題や資源
を把握し、高齢者が活躍できる場が広がるように投稿促進やSNSでの情報発信、相互交流等の仕組み・仕掛けづくりを支援

の把握、多様な関係者間のネットワーク構築を図り、藤井寺ならではの支え合いの仕組みづくりを参加者と一緒に考えま
す。

事業費
（千円）

令和8年度
6,723

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 2,508）

4

取組名 地域ケア会議推進事業 事業課 高齢介護課

取組概要
行政や社協、包括、生活支援コーディネーター、リハビリ等の専門職、ケアマネジャーなど関係部局・職種が相互に連携し
て一体的に取り組み、①個別課題の解決、②地域包括支援ネットワークの構築、③地域課題の発見、④地域づくり、資源開
発、⑤政策の形成を行っていきます。

事業費
（千円）

令和8年度
2,508

→ →

44



継続

継続

継続

継続

継続

継続

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 70）

5

取組名 地域包括支援センターの事業評価 事業課 高齢介護課

取組概要
務内容の評価を行うことで、センターの公立・中立性の確保と円滑かつ適正な運営を図るための協議を行います。高齢者や

げる環境づくりなどを課題とし、相談を円滑に専門機関へつなげる体制の強化に取り組み、地域全体で支え合える環境づく
りを進めていきます。

事業費
（千円）

令和8年度
70

→ →

取組方針2 高齢者の自己決定を支える体制づくりの推進

内容

　今後、一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯など、見守りや日常生活上の支援が必要な高齢者の増加が予測される
中、高齢者の尊厳や権利が守られ、自分らしく暮らし続けられるように、虐待の防止・早期発見に関する取組や、認知症施
策の推進等、高齢者の権利擁護を推進します。

1

取組名 高齢者虐待防止・対応 事業課 高齢介護課

取組概要
高齢者虐待防止についての理解を深め、発生を防止できるように、関係機関等への啓発を推進します。地域包括支援セン
ターを中心とした相談窓口の周知徹底を図り、見守りを強化することでも虐待の早期発見・早期対応に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 認知症総合支援事業 事業課 高齢介護課

取組概要

・認知症になっても、本人の意思が尊重されできる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けるために、認知症の者やそ
の家族に関わる認知症初期集中支援チームを配置し早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築します。
・認知症の者が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために効果的な支援が行われる体制を構築し、認知症ケアの向上
を図るための取組を推進します。

事業費
（千円）

令和8年度
7,063

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 4,079）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 成年後見等利用支援事業 事業課 高齢介護課

取組概要
申立てを行うことで、認知症高齢者の自立した生活や権利を擁護します。

事業費
（千円）

令和8年度
3,608

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

4

取組名 日常生活自立支援事業 事業課 高齢介護課

取組概要
契約により利用者の福祉サービスの利用援助サービス、日常的金銭管理サービス、通帳、証書類等の預かりサービス、定期
的な訪問による生活変化の察知等を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
3,608

→ →

6

取組名 多職種による支援体制と情報連携の強化 事業課 高齢介護課

取組概要
相談内容が多岐にわたっているため、市と地域包括支援センターとの密な連携と相談体制を確保するとともに、地域包括支
援センターでは処遇困難ケースに対応するための三職種会議を月一回開催し、包括的・継続的に支援する検討を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
8,174

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 8174）

→ →

7

取組名 生活支援コーディネーターを中心とした相談支援連携体制構築事業 事業課 高齢介護課

取組概要
地域における生活支援体制の整備を推進するとともに、個別支援を担う関係機関との連携体制を構築し、地域資源への円滑
な接続を図っていきます。

事業費
（千円）

令和8年度
5,975

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 5,975）
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4

取組名 事業課 高齢介護課

取組概要
ランを策定します。

事業費
（千円）

令和8年度
4,279

令和9年度 （令和8年度で終了予定） 令和10年度 （令和8年度で終了予定）
（うち特定財源 4,279）

取組方針3 介護保険サービスと在宅サービスの充実

内容

　介護サービス利用者が増加していく状況においても介護保険制度が持続するよう、適切なサービス提供と給付の適正化
に取り組みます。また、要介護状態となっても住み慣れた地域で暮らし続けられるように、地域密着型サービスの充実・強
化に取り組みながら、在宅福祉サービスにより、高齢者の支援を推進します。

1

取組名 介護給付適正化推進事業 事業課 高齢介護課

取組概要

介護給付の適正化とは、介護給付を必要とする受給者を適正に認定し、受給者が真に必要とする過不足ないサービスを、事
業者が適切に提供するよう促すことであり、適切なサービスの確保とその結果として費用の効率化を通じて介護保険制度へ
の信頼を高め、持続可能な介護保険制度の構築に資するものです。本市では、要介護認定の適正化、ケアプラン等の点検、
医療情報との突合・縦覧点検を主要３項目として実施し、介護給付の適正化に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
15,802

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源15,802）

→ →

2

取組名 在宅福祉サービス事業 事業課 高齢介護課

取組概要
紙おむつ等給付・みまもりホットライン・給食サービスをはじめとした在宅生活を継続するために必要とされるサービスを
提供する事業であり、高齢者の支援を継続的に行います。

事業費
（千円）

令和8年度
11,473

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 6,625）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 居宅サービス・施設サービスにかかる介護給付・予防給付 事業課 高齢介護課

取組概要

居宅要介護者、施設入所者の様々な介護ニーズに対応できるよう、施設・サービスの変更など既存施設・事業所のあり方を
含めて検討し、地域の実情に応じて介護サービス基盤を計画的に確保していきます。また、地域密着型サービスにかかる介
護給付・予防給付においては、要介護者が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう地域密着型サービス利用者への情報提供
を行うとともに、利用促進につながるよう本市ホームぺージ等での情報発信等を行い、サービスの質の向上に向けて自己評
価、外部評価の実施を推進します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

5

取組名 認知症サポーター養成講座の開催 事業課 高齢介護課

取組概要
認知症高齢者が住みやすい街づくりを進めるため、認知症に関する理解を深め、認知症の人々とのかかわり方を学ぶ、認知
症サポーター養成講座を開催します。市内の中学校への出張講座も行います。

事業費
（千円）

令和8年度
977

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 564）

→ →
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1.特定健康診査受
診率（国保）

48.8％
法定報告は、令和
8年11月に確定す
るため未定

57.5％ 60％ 保険年金課

施策名 ３－５　社会保険制度の運営

求められていること 社会保険制度や福祉医療費助成制度を、適正で安定的に運用していくことが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

3.後期高齢者医療
健康診査受診率

39.56％ 42.13％ 40％ 40％以上 保険年金課

2.特定保健指導受
診率（国保）

35.2％
法定報告は、令和
8年11月に確定す
るため未定

50％ 60％ 保険年金課

取組方針1 国民健康保険事業の安定的な運営

内容

　平成30年度に施行された改正国民健康保険法及び大阪府国民健康保険運営方針に基づいた国民健康保険事務の運
用を継続していくとともに、大阪府や関係機関との連携を図りながら、被保険者の健康増進や医療費の適正化、収納率向
上への取組により、国民健康保険事業の安定的な運営に努めます。

1

取組名 事業課 保険年金課

取組概要 に努めます。令和６年１２月にマイナンバーカードの保険証利用の実施、また令和８年度より「子ども・子育て支援金」が
創設されたことから、被保険者に混乱が生じないよう適切な事務の実施と丁寧な説明を継続して行います。

事業費
（千円）

令和8年度
6,888,970

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針2 福祉医療費助成制度の運用

内容

　市民の健康や安定した暮らしを支える仕組みとして、経済的な負担を軽減し、必要な医療を安心して受けられるように、
子ども医療費、ひとり親家庭医療費、重度障害者医療費等の各医療費助成制度について、大阪府と連携を図りつつ、制度
の安定的な運用に努めます。

1

取組名 子どもの医療費助成事業 事業課 保険年金課

取組概要
本市区域内に居住地を有する０歳から１８歳年齢到達以後最初の３月末までの子どもを対象に、医療機関等で支払う一部自
己負担額は入通院ともに一医療機関につき１日各５００円を上限（同月内は２日限度で最大１，０００円まで）とし、院外
処方箋での薬代や入院中の食事代、治療用装具なども助成します。

事業費
（千円）

令和8年度
276,282

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源34,505）

→ →

4.後期高齢者医療
歯科健康診査受診
率

18.14％ 15.76％ 20％ 20％以上 保険年金課

→ →

2

取組名 事業課 行財政管理課

取組概要
特別会計へ繰り出して支援します。

事業費
（千円）

令和8年度
769,910

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 348,184）
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2

取組名 ひとり親家庭医療費助成事業 事業課 保険年金課

取組概要 対象に、医療機関等で支払う一部自己負担額は入通院ともに一医療機関につき１日各５００円を上限（同月内は２日限度で
最大１，０００円まで）とし、院外処方箋での薬代や入院中の子どもの食事代、治療用装具なども助成します。

事業費
（千円）

令和8年度
53,255

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源26,931）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源78,626）

3

取組名 重度障害者医療費助成事業 事業課 保険年金課

取組概要
本市区域内に居住地を有する重度障害者（児）を対象に、医療機関等で支払う一部自己負担額は入通院ともに一医療機関に
つき１日各５００円を上限（自己負担額の月額限度額は３，０００円）とし、院外処方箋での薬代や訪問看護、治療用装具
なども助成します。

事業費
（千円）

令和8年度
158,083

→ →

令和8年度
11,360

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源11,360）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源3,550）

4

取組名 未熟児養育医療給付事業 事業課 保険年金課

取組概要
体重が２，０００グラム以下などで入院が必要な未熟児を対象に、指定医療機関で行った医療の費用（自己負担分）を所得
に応じて公費負担します。

事業費
（千円）

令和8年度
4,593

→ →

290,506
令和9年度 令和10年度

（うち特定財源 205,677）

2

取組名 後期高齢者医療事業特別会計繰出事業 事業課

取組概要
安定した後期高齢者医療事業の基盤構築のため、当該事業に係る経費のうち、法で定められた基準の経費などを後期高齢者
医療特別会計へ繰り出して支援します。

事業費
（千円）

令和8年度

取組方針3 後期高齢者医療制度の適正な運営

内容

　高齢者が安心して医療を受け、健康寿命の延伸にもつながるように、運営主体である大阪府後期高齢者医療広域連合と
連携しながら、後期高齢者医療制度の周知や適正な運営、保健事業などを実施し、被保険者の健康保持・増進や医療費の
適正化を図ります。

1

取組名

→→

行財政管理課

後期高齢者医療被保険者の保健事業の実施 事業課 保険年金課

取組概要

ＫＤＢシステム等を活用し、医療・健診・介護レセプトのデータ等を分析し、健康課題を明らかにしたうえで、生活習慣病
の重症化予防等に対する保健事業を行います。また、健診・医療・介護サービス等につながっていない健康状態が不明な高
齢者の健康状態を確認し、必要なサービスに接続します。通いの場においては、健康教育・健康相談、フレイルチェック、
体力測定等を行います。

事業費
（千円）
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1.災害協定締結数
（累計）

４１件 51件 ５６件 ６８件 危機管理室

施策名 ４－１　防災・危機管理の推進

求められていること 関係機関や関係団体、地域との連携により、防災・減災体制の充実を図ることが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

取組方針1 自然災害対策の推進

内容

　防災に関する新たなマニュアル等の整備や、より実践的な訓練の実施、職員自身の防災意識の向上を図るとともに、感染
症対策や、避難所で女性やセクシャルマイノリティの方などに配慮した備蓄物資の手配など、物資・資機材等の充実を図り
ます。また、民間事業者との災害協定の締結を促進し、災害発生に備えます。

2.自主防災組織の
組織数

３０団体 32団体 ３２団体 ３４団体 危機管理室

1

取組名 避難者対策の充実・避難所環境の改善 事業課 危機管理室

取組概要
令和7年度に「藤井寺市緊急物資確保計画」の見直しを図り、避難所生活QOL向上に繋がる物資を追加しました。今後は見直
しにより不足する物資を計画的に購入するほか、避難所環境におけるニーズの変化に着目し、備蓄を検討します。

事業費
（千円）

令和8年度
6,486

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 職員の防災意識の向上とスキルアップ 事業課 危機管理室

取組概要
災害時における職員の対応力を向上させ、被害を最小化させるため、新規採用職員を対象とした防災学習や、避難所開設時
の活動についての訓練など、1年を通じて訓練を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

3

取組名 耐震化対策など住宅に関する情報共有・発信 事業課 都市デザイン課

取組概要
行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

4

取組名 事業課 下水道課

取組概要

雨水ポンプ場の改築更新を実施したほか、「藤井寺市公共下水道事業業務継続計画（藤井寺市公共下水道BCP ）」の更新・
継続的実施、並びに、管渠の点検、調査及び改築更新工事計画の策定等、藤井寺市下水道ストックマネジメント計画を推進

畿日本鉄道に工事を委託します。

事業費
（千円）

令和8年度
325,054

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源105,650）

→ →

5

取組名 防災協定締結の推進 事業課 危機管理室

取組概要
を収集し、協定締結に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

6

取組名 藤井寺市防災ガイドブック修正業務 事業課 危機管理室

取組概要

令和7年度に下水道課において更新された内水浸水想定区域図や、令和8年5月に気象庁において新たな防災気象情報の運用が

また、藤井寺市公式LINEアカウントを活用した防災や、令和6年1月に発生した能登半島地震を踏まえた防災など、啓発内容
の見直しも図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
11,837

令和9年度 （令和8年度で終了予定） 令和10年度 （令和8年度で終了予定）
（うち特定財源 500）
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取組概要
平成29年にデジタル化の改修を実施した防災行政無線について、災害時に安定して使用できるよう、年次計画に基づく修繕
や、定期的な保守点検を継続して実施します。

事業費
（千円）

取組方針2 防災・危機管理意識の向上

内容

　平常時から、自主防災組織などの活動支援の推進や、様々な媒体での情報発信・共有化に努め、市民一人ひとりの防災
意識の高揚を図るとともに、緊急情報の伝達手段として、全国瞬時警報システム（Ｊ-ＡＬＥＲＴ）、安否情報システムやデジタ
ル防災行政無線等の円滑な運用による確実な情報伝達体制の確保に努めます。

1

取組名 自主防災組織支援事業 事業課 危機管理室

取組概要
未結成地区については、結成に向けて情報提供を行います。また、結成後も地区講習会への講師派遣、備蓄食料の提供な
ど、自主防災組織運営の支援を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
250

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

7,020
令和9年度 令和10年度

（うち特定財源 0）
→ →

取組方針3 関係機関との連携強化

事業課 危機管理室

取組概要

2

取組名 防災無線運営事業 事業課 危機管理室

事業費
（千円）

令和8年度

4

取組名 デジタル防災行政無線システム（同報系）整備事業 事業課

取組名

内容

　大規模災害時には、「公助」だけでは対応できないことも想定される中、「自助」「共助」が重要となることから、自主防災組
織の結成など、地域の自主防災力の強化を推進します。また、関係機関や関係団体、地域との連携・調整を密にし、適切な
防災情報の共有化を図りながら、防災・減災体制の充実に取り組みます。

1

取組名 自主防災訓練支援 事業課 危機管理室

取組概要
令和7年度以降も、地区防災訓練において大阪南消防局、藤井寺市消防団と共に訓練協力を続けていきます。また、訓練負担
金の交付による支援を継続して行っていきます。

事業費
（千円）

令和8年度
250

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 避難行動要支援者支援制度 事業課 危機管理室・協働人権課
福祉総務課・高齢介護課

取組概要

災害の発生時やその恐れがある際に、避難行動が困難な避難行動要支援者を支援するため、要支援者の情報を消防、警察、

度を整備します。また、避難行動要支援者名簿を作成・管理し、制度への登録を積極的に推進するとともに、2年に1度の現
況確認や登録内容の更新を行うことで、支援者を含む関係機関と連携した効率的な支援体制の充実に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
61

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

事業費
（千円）

令和8年度
2,915

令和9年度 → 令和10年度 （令和9年度で終了予定）
（うち特定財源 2,915）

令和8年度

105
→ →令和9年度 令和10年度

（うち特定財源 0）

3

危機管理室

取組概要
大阪広域水道企業団が管理する野中水配水場において、施設の建て替えに伴い既設の防災行政無線の移設を実施します。移
設に際して、音達試験の実施など整備に係る設計業務を行います。
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施策名 ４－２　環境保全の推進

求められていること 市民・事業者・行政が一体となり、生活環境の保全と地球温暖化対策を推進することが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

2.環境保全イベン
ト等参加者数

798人 909人 900人 1,000人 環境衛生課

1.市の事務事業に
おける温室効果ガ
ス排出量

3,493ｔ-ＣＯ2
（令和3年度）

令和8年度中に算
出予定

2,773ｔ-ＣＯ2 2,293ｔ-ＣＯ2 環境衛生課

取組方針1 地球温暖化対策の推進

内容

　令和5年6月の藤井寺市ゼロカーボンシティ宣言の表明を機に、2050年二酸化炭素排出量実質ゼロの実現に向け、新
たな地球温暖化対策実行計画（事務事業編・区域施策編）を策定し、それに基づき、市民・事業者・行政が一体となって、市
域内の脱炭素化に向けた取組を進めます。

1

取組名 地球温暖化対策実行計画に基づいた温室効果ガス排出量の削減 事業課 環境衛生課

取組概要 藤井寺市地域温暖化

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 脱炭素関連施策についての庁内研修の実施 事業課 環境衛生課

取組概要
職員に地球温暖化に関する研究やシンポジウム等への参加を積極的に呼びかけるとともに、実務推進員やECO スタッフを
対象に知識・ノウハウの共有を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

例年どおり、市内各地域の道路交通騒音・振動の調査や、市内河川等の水質調査等の環境監視を行います。また、公害苦情
等があった場合は現地に赴き、事業者等へ指導や啓発を行って周辺環境の保全に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
5,467

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針2 生活環境の保全

内容

　市民の健康を守るため、騒音・水質・大気等の環境監視や公害防止対策に取り組んでいますが、引き続き、環境監視を行
うとともに、公害の発生を抑制できるように、事業者等への啓発・指導を適切に行います。また、特定外来生物による被害の
拡大を防ぎ、生活環境や生態系の保全に努めます。

1

取組名 環境監視や事業者への立入りの実施

2

取組名 アライグマ用捕獲器の貸出し 事業課 環境衛生課

取組概要

→→令和9年度 令和10年度
事業費
（千円）

令和8年度
483

例年どおり、家屋への侵入等の被害がある場合、捕獲器の貸出しを行います。捕獲されたアライグマは、市で回収を行い府
施設にて適切に措置を行います。

事業課 環境衛生課

取組概要

（うち特定財源 0）
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5

取組名 TNR活動の実施（ボランティアグループとの協働） 事業課 環境衛生課

取組概要
例年どおり、どうぶつ基金が発行しているさくらねこ無料不妊手術チケットを活用し、ボランティアグループと協働して
TNR活動を行います。野良猫に避妊去勢手術を施し、野良猫の数を徐々に減らしていくことでふん尿や鳴き声等の被害を低
減させます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

6

取組名 「みぞ・かわ・すいろクリーン２１」 事業課 道路公園課

取組概要
「浸水のないまち」「安心して暮らせるまち」を築くため、出水期前の時期に「みぞ・かわ・すいろクリーン２１」とし

事業費
（千円）

令和8年度
4,176

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

環境衛生課

令和9年度

取組概要
例年どおり、要望に応じてポイ捨て禁止やペットのふん尿の始末を促す啓発看板を配布します。また、広報紙やホームペー
ジ等でも、不法投棄の禁止や飼主のマナー向上等について掲載し、まちの美化を推進します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

2

取組名 空き地・空き家の適正管理依頼 事業課 環境衛生課

取組概要
例年どおり、空地空家に関して草木が伸びている等の要望があった場合は、現地を確認し所有者を調査します。その上で、
所有者に対して適正管理の依頼を送付し、状況の改善を促します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

全国で特定外来生物の「クビアカツヤカミキリ」の被害が拡大しており、市域内でも被害が発生しています。国の交付金を
活用し、更なる被害の抑制を図るとともに、引き続きクビアカツヤカミキリの駆除に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
41,301

（事業終了） （事業終了）令和9年度 令和10年度

取組名 環境省特定外来生物防除等対策事業を活用したクビアカツヤカミキリ対策

（うち特定財源17,552）

事業課 環境衛生課

取組概要

（うち特定財源 0）

4

取組名 大和川・石川クリーン作戦 事業課 環境衛生課

取組概要
例年どおり、国土交通省、大阪府、流域市町村等と共催で、河川の美化や愛護の意識を高めるため大和川・石川河川敷の清
掃活動を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →令和9年度 令和10年度

3

令和8年度
3,851

→ →令和9年度 令和10年度

取組方針3 環境美化の推進

内容

　生活環境をより良く・美しくし、ポイ捨てやペットのふん尿の不始末、野良猫によるふん尿被害等を防止するため、啓発看
板の配布、空き地・空き家の適正管理要請、地区の清掃活動への支援、ＴＮＲ活動ボランティアへの支援等を引き続き行い
ながら、地区自治会をはじめ、市民活動団体や関係機関と連携し、まちの美観に対する市民意識の高揚と環境美化の推進
を図ります。

1

取組名 啓発看板の配布

（うち特定財源 0）

3

取組名 地区清掃活動への支援 事業課 環境衛生課

取組概要

事業費
（千円）

事業課
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新規

継続

継続

継続

取組方針2 再資源化の推進

施策名 ４－３　ごみ減量化・適正処理

求められていること ごみや環境問題に対する意識を高め、廃棄物の発生抑制と再資源化を促進することが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

2.リサイクル率
9.0％

(令和３年度)
令和8年度中に算

出予定
10.9％ 11.3％ 環境衛生課

1.市民一人一日あ
たりのごみの排出
量

1,020g
（令和3年度）

令和8年度中に算
出予定

960ｇ 948g 環境衛生課

取組方針1 ごみの減量化の推進

内容

　ごみの減量化に向け、ごみを減らす（リデュース）、再使用する（リユース）、再生利用する（リサイクル）に加え、不要なもの
は買わない・断る（リフューズ）、修理する（リペア）に市全体で取り組むため、市民・事業者の主体的な行動を促すよう、ごみ
や環境問題の実態に関する情報提供、啓発活動を推進します。

1

取組名 ごみや環境問題に関する情報提供 事業課 環境衛生課

取組概要
に応じた分別収集等に対する周知徹底を図り、ごみの減量及び再資源化に繋げます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 啓発活動による推進 事業課 環境衛生課

取組概要
リデュース、リユース、リサイクル等の取組を啓発し、ごみの減量化、分別による資源化や自主的なリサイクル活動を推進し
ます。また、食品ロス削減やごみ減量化のための「生ごみの3きり運動（使いきり・食べきり・水きり）」を推進します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

内容

　発生したごみは、可能な限り家庭・事業所内での減量化や再利用の促進を図るとともに、リサイクル可能なものについて
は分別収集を推進します。また、ごみとなる前にリユースを検討することや資源物として取り扱う事業者などとの連携によ
り、再資源化の推進を図り、循環型社会の形成に努めます。

1

取組名 事業課 環境衛生課

取組概要
るリユースの推進、リネットジャパンリサイクル（株）との連携による小型家電宅配回収（パソコン本体が含まれていると無
料）、使用済み食用油のバイオ燃料へのリサイクル、ペットボトルの「ボトルtoボトル」水平リサイクルの実施）。

とを検討します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

プラスチック製容器包装廃棄物の分別収集に向けた検討 事業課 環境衛生課

取組概要
プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律において、プラスチック使用製品廃棄物の分別収集及びリサイクルについ
て、市として努力義務が課されたことから、実施できるように各関係機関と検討します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 水銀含有廃棄物の拠点回収 事業課 環境衛生課

取組概要
一般家庭から排出される、水銀含有製品（蛍光灯など）やリチウムイオン電池を含む小型充電式電池を公共施設に設置してい
る専用回収ボックスで回収します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

2

取組名

3

取組名 ごみ減量化・プラスチックごみ分別再資源化 事業課 環境衛生課

取組概要 藤井寺市環境保全審議会を開催し、多様な意見を募り更なる減量・再資源化に向けた検討を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 0）
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事業課 環境衛生課

取組概要
柏原市、羽曳野市、柏羽藤環境事業組合との各種の会議などを通じて新たな取組や問題について話し合い、ごみの適正処理に
向けて情報共有します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 事業課 環境衛生課

取組概要
藤井寺市と大栄環境（株）がパートナーとして、密接な連携・協力をすることにより、ごみの減量化や再資源化などの取組を
進め、循環型社会の形成を推進します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

2

取組名 柏原市、羽曳野市、柏羽藤環境事業組合との連携 事業課 環境衛生課

取組概要
柏原市、羽曳野市、柏羽藤環境事業組合と協力・連携しながら廃棄物の収集や処理の適正化を推進します。また、プラスチッ
ク使用製品廃棄物の分別収集及びリサイクルについても、本市だけで決定することができないため、柏原市、羽曳野市、柏羽
藤環境事業組合と協力・連携しながら、ごみの適正処理に向けた検討を進めていきます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針3 ごみの適正処理の推進

内容

　市民へのごみ分別等の意識向上や事業者への適切なごみ排出を促すとともに、柏原市、羽曳野市、柏羽藤環境事業組合
との間で、新たな取組や問題について情報共有し、協力・連携しながら廃棄物の収集や処理の適正化を推進します。また、
柏羽藤環境事業組合と連携し、ダイオキシン対策をはじめ、環境にやさしい処理システムの構築に努めます。

1

取組名 柏原市、羽曳野市、柏羽藤環境事業組合との情報共有
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3

取組名 消防団車庫修繕事業 事業課 危機管理室

取組概要
藤井寺市消防団第1分団第1班の消防車庫において、老朽化に伴う破損が目立つため、建物の建替えを行い、消防団の体制維
持に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
16,000

令和9年度 （令和8年度で終了予定） 令和10年度 （令和8年度で終了予定）
（うち特定財源12,000）

2

取組名 消防団の体制強化 事業課 危機管理室

取組概要
交通事故等による車への閉じ込めからの救出を想定した「救助資機材取り扱い訓練」を、大阪南消防組合柏羽藤消防署の協
力のもと実施するなど、消防組織との連携強化を図りつつ継続して訓練を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
41,665

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源14,480）

→ →

取組方針1 消防体制の充実

内容

　令和6年4月からの大阪南消防広域化の運用開始により、車両や資機材の共有・共同整備による消防基盤の強化と現場
要員の増強等により、大規模災害発生時の対応を含め、消防体制の充実を図ります。また、地域消防の担い手である消防
団との連携及び支援により、消防活動の促進に取り組みます。

1

取組名 消防基盤整備事業 事業課 危機管理室

取組概要
消防体制の充実を目指し、令和6年4月から南河内5市2町1村による組合消防を結成し、本市の消防業務を実施しています。
今後も、5市2町1村と連携し、消防基盤の整備を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
960,823

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 5,548）

→ →

2.救急出場件数
（本市地域分）

4,205件 4,275件 減少 減少 危機管理室

1.火災発生件数
（本市地域分）

16件 18件 減少 減少 危機管理室

施策名 ４－４　消防・救急救助体制の充実

求められていること 消防の広域化により、災害発生時や緊急時の対応力の強化を図ることが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課
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取組方針3 広域的な連携強化

内容

　南河内地域での広域的な連携強化として、令和6年1月に設立した大阪南消防組合において、令和6年4月からの消防広
域化を実現後、概ね5年ごとに検証結果に基づいた中長期的な整備費用の見通しを含めた消防力の整備計画を策定し、
消防力の維持強化に努めます。

1

取組名 広域連携による消防体制の充実 事業課 危機管理室

取組概要
令和6年4月より大阪南消防組合が結成されました。今後は5市2町1村で連携して広域連携による消防体制の充実化を図って
いきます。

事業費
（千円）

令和8年度
852,211

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 3,801）

→ →

2

取組名 応急手当の普及啓発 事業課 危機管理室

取組概要

消防団員を対象とした自主防災指導員講習会や、自主防災組織を対象とした自主防災組織地区リーダー養成講習会など、消
防団員や自主防災組織が自ら指導できるように支援を進めます。また、イオン藤井寺ショッピングセンターと協力で開催す

めの啓発を行います。
事業費
（千円）

令和8年度
131

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→→

取組方針2 救急救助体制の充実

内容

　関係市町村と連携を図りながら、大阪南消防広域化に取り組むことで、救急救助体制の充実による現場到着時間の短縮
と救命率の向上に努めます。また、救急救命士の育成など、予防業務や救急業務の高度化・専門化にも取り組み、緊急時
や災害発生時の対応力の強化を図ります。

1

取組名 救急救助技術向上事業 事業課 危機管理室

取組概要
消防体制の充実を目指し、令和6年4月から南河内5市2町1村による組合消防を結成し、本市の救急業務を実施しています。
今後も、5市2町1村と連携し、救急救助技術向上に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
852,211

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 3,801）

→ →
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令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

4

取組名 警察等との連携強化 事業課 危機管理室

取組概要
市内で特殊詐欺等の発生の増加や、緊急事案が発生した場合に迅速に対応できるよう、平時から羽曳野警察署と連絡を取る
など、連携の強化を継続して行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

5

取組名 事業課 学校教育課・危機管理室
生涯学習課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 広報紙への掲載や街頭活動による啓発活動 事業課 危機管理室

取組概要 HPやSNS、広報誌や広報車を活用した啓発活動など、現在行っている啓発活動を今後も継続して行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

2

取組名 羽曳野警察署管内防犯協議会事業 事業課 危機管理室

取組概要
ひったくり防止キャンペーンなど、羽曳野警察署管内防犯協議会の活動に対して負担金を交付するなど支援を継続して行い
ます。

事業費
（千円）

令和8年度
1,512

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針1 防犯意識の醸成

内容

　日常生活における安全性を確保するため、様々な犯罪の未然防止に向け、地区防犯活動の支援を行うとともに、警察等
の関係機関と連携・協力し、青色防犯パトロール等による広報活動や様々な媒体を通じた啓発活動を行い、市民一人ひと
りの防犯意識の向上を目指します。

1

取組名 藤井寺市防犯委員会事業 事業課 危機管理室

取組概要 夜間巡視や歳末夜警など、地区が実施する防犯活動の支援を継続して行います。

事業費
（千円）

令和8年度
559

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2.消費者出前講座
実施回数

2回
（令和5年度）

６回 4回 6回 協働人権課

1.防犯カメラ更新
台数（累計）

93台 180台 118台 138台 危機管理室

施策名 ４－５　防犯・消費者保護の推進

求められていること 地域と一体となった防犯体制の強化やトラブルを未然に防ぐ相談体制の充実が必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課
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令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 1,050）

4

取組名 消費者教育推進事業 事業課 協働人権課

取組概要
選択できるように消費者教育の推進に資する講演会、セミナー等を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
1,050

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 12）

3

取組名 消費生活センターによる相談体制の充実 事業課 協働人権課

取組概要 センターを設置しています。センターに配置する消費生活相談員の問題解決力の強化を行うため、相談員に対し、研修事業
を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
53

→ →

2

取組名 様々な媒体を活用した情報の提供 事業課 協働人権課

取組概要
意識を高めるとともに消費者被害の未然防止を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針3 消費者保護の推進

内容

　商品・サービスの販売形態や販売方法が複雑化・多様化する中、若年層から高齢者に至る幅広い世代で消費者トラブル
が発生しています。市民一人ひとりが消費者意識を持ち、消費者トラブルを未然に防止することができるように、それぞれの
世代に応じた消費者教育・啓発事業に取り組みます。

1

取組名 消費者出前講座事業 事業課 協働人権課

取組概要
消費生活相談員が地域に出向き、最新の相談事例や悪質商法の手口、消費生活に役立つ情報などを説明する出前講座を実施
します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 自転車の盗難防止の啓発・防犯グッズの配布 事業課 危機管理室

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
30

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針2 地域防犯活動の充実

内容

　誰もが安全で安心して暮らせるように、関係機関や関係団体との連携を強化しながら、地域ぐるみでの防犯活動の充実
に努めます。また、各地区で設置した防犯カメラについては、継続した犯罪抑止の効果を維持するため、引き続き、防犯カメ
ラの新設・更新・修繕等への支援を行います。

1

取組名 藤井寺市街頭防犯カメラ設置等事業 事業課 危機管理室

取組概要
令和8年度は1地区に対して防犯カメラ更新のための補助金を交付します。今後も地区からの要望に対して対応していきま
す。

事業費
（千円）

令和8年度
1,700

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →
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令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

1

取組名 生産緑地新規指定の周知 事業課 産業労働課

取組概要
市街地区域内の農地で、良好な生活環境の確保に効用があり、公共施設等の敷地として適している300㎡以上のものを生産
緑地として計画に定め、建築行為等を許可制により規制し、都市農地の計画的な保全を図るため、生産緑地の新規追加につ
いて、関連団体の集まる場で制度の案内を実施したり、広報紙、ＨＰ等で周知を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

1.津堂・小山地区
の地元組織団体役
員会開催数

8回 9回 8回 8回
市街地開発課
（まち建設課）

取組方針1 適正な土地利用の形成

内容

　社会状況や地域のまちづくりの変化等に対応するため、本市都市計画マスタープランの改定に取り組みます。特に、土地
区画整理組合設立によるまちづくりを行うため、津堂・小山地区の市街化区域編入を検討します。また、都市農業の振興と
緑地の保全を図るとともに、生産緑地の指定や管理に関する相談や案内に取り組みます。

3.市内駅乗降者数
（３駅合計）

45,176人／日 44,435人／日 増加

300,000
令和9年度 令和10年度

（うち特定財源100,000）
→ →

施策名 ５－１　土地利用・市街地整備

求められていること 計画的な土地利用や適切な街並み景観の保全により、住みやすさやまちの魅力を高めることが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

増加
市街地開発課
（まち建設課）

2.道明寺駅周辺地
区の歴史的景観を
保全する区域にお
ける景観や街並み
の総合的な満足度

10％ 10％ 28％
令和１３年度までに
事業完了予定

道路公園課
（まち建設課）

2

取組名 津堂・小山地区土地区画整理事業への支援 事業課 市街地開発課

取組概要
土地区画整理事業としては、埋蔵文化財調査や換地設計、地権者への個別説明、仮換地指定が予定されています。市として
も、関係機関との協議・調整や組合への補助金交付など、事業の円滑な推進に向けて支援を予定しています。

事業費
（千円）

令和8年度
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（事業終了） （事業終了）

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

取組名 事業課 FM推進課

取組概要
病院跡地の複合施設整備事業の推進に向けて、土地測量や土壌汚染などの各種調査を進めながら令和８年度夏頃を目途に基
本構想の策定を目指します。また、基本構想策定後は構想の内容に基づいた事業の推進および、補助金申請に向けた準備を
進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
21,381

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 15,368）

3

取組名 道明寺駅周辺地区の街なみ環境整備事業 事業課

4

道路公園課

取組概要
道明寺天満宮や道明寺など歴史文化遺産を巡る玄関口としてふさわしい良好な街なみの形成を目指す基本構想の実現に向け

事業費
（千円）

令和8年度
40,125

2

取組名 津堂・小山地区土地区画整理事業への支援（再掲） 事業課 市街地開発課

取組概要
土地区画整理事業としては、埋蔵文化財調査や換地設計、地権者への個別説明、仮換地指定が予定されています。市として
も、関係機関との協議・調整や組合への補助金交付など、事業の円滑な推進に向けて支援を予定しています。

事業費
（千円）

令和8年度
300,000

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源100,000）

→ →

取組方針2 魅力ある市街地の形成

内容

　津堂・小山地区では、土地区画整理事業の実現に向けたまちづくりの検討を進めます。道明寺駅周辺地区では、歴史資
産と調和した都市空間の創出を図り、魅力ある市街地形成と地域の活性化を促進します。また、藤井寺駅周辺で開催され
るハロウィンイベントや音楽ライブを通じて、まちのにぎわいづくりに寄与します。

1

取組名 藤井寺駅周辺まちづくり協議会による各種イベントの実施 事業課 市街地開発課

取組概要
藤井寺駅周辺のにぎわいづくりにブクンダ公園や周辺を周遊していただくデラハロ及び藤井寺駅北デラパークでの音楽イベ

また、藤井寺市の玄関口である駅南イチョウ通りや駅北ぽぽろーどの清掃や花植えも実施予定です。
事業費
（千円）

令和8年度
900

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →
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114
令和9年度 令和10年度

（うち特定財源 0）

2

取組名 景観アドバイザー制度の活用 事業課

→ →

都市デザイン課

取組概要 景観アドバイザー制度を活用し、良好な景観形成の推進に関する指導及び助言を行います。

事業費
（千円）

令和8年度 → →

取組方針3 良好な都市景観の形成

内容

　古市古墳群をはじめとする貴重な歴史資産を保全・活用するとともに、金剛・生駒山系や大和川、石川などの自然環境を
活かしながら、市民や事業者の共通認識と適切な役割分担のもとに、世界遺産のまちにふさわしい景観形成や良好な景観
の保全・創造と育成について、総合的かつ計画的に取り組みます。

1

取組名 景観地区内の認定制度、景観計画区域における届出制度の活用 事業課 都市デザイン課

取組概要 景観の認定・届出制度を活用した規制誘導を行い、歴史文化との一体的な都市景観づくりの推進に取り組みます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 景観に配慮した屋外広告物の適正掲出に向けた啓発活動の強化 事業課 都市デザイン課

取組概要
古墳群周辺区域をはじめとする表示制限区域における屋外広告物の適正化の推進を図るため、個別の対応及び広報・市HP
等を活用しながら啓発活動を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →
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新規

6

取組名 主要地方道堺大和高田線歩道整備事業 事業課 道路公園課

取組概要

主要地方道堺大和高田線は府道であるが、本市で策定している交通バリアフリー基本構想や通学路等交通安全プログラムに
て、その一部区間において歩道が狭く、児童がコンビニの駐車場や道路際で滞留するため、自動車の接触など交通事故発生
リスクの高い危険な箇所として対策が求められています。以上のことから、府市一体となり事業を進めるべく役割分担を取
り決め、大阪府と基本協定を締結し交通安全対策を進めています。令和8年度は物件調査を1件実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
27,942

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 27,942）

5

取組名 都市計画道路川北柏原線事業 事業課 道路公園課

取組概要
令和６年３月に大阪府と締結した協定に基づき、府市一体となって事業を推進しています。令和７・8年度の２ヵ年で本市は
用地測量及び境界確定業務を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
20,842

令和9年度 （市担当分の事業終了） 令和10年度 （市担当分の事業終了）
（うち特定財源 20,842）

（うち特定財源 0）

2

取組名 狭隘道路の拡幅検討 事業課 道路公園課

取組概要

令和２年度に細街路の整備計画見直しを行い、事業存続路線を５路線としました。さらに、令和４年度より個人の住宅建替
に際し、前面道路が４ｍ未満の市道（建築基準法第４２条２項に定められる道路）において、市から一定の基準のもとで補
助金を支出する制度を開始しており、制度開始から現在までに3件の実績がある。引き続き、狭隘道路の拡幅に取り組みま
す。

事業費
（千円）

令和8年度
1,704

→ →令和9年度 令和10年度

3

取組名 市道舗装道補修事業 事業課 道路公園課

取組概要
年度より優先度の高い路線から順次補修を再開します。

事業費
（千円）

取組方針1 快適な道路環境の形成

内容

　大阪府事業の都市計画道路八尾富田林線については、沿道4市（藤井寺市、羽曳野市、富田林市、八尾市）で構成する八
尾富田林線整備促進協議会として、全線の早期整備完了の要望活動を続けます。また、道路や橋梁については、法定点検
や維持管理計画に基づき、計画的な維持管理を実施し、安全対策を講じます。

1

取組名 都市計画道路八尾富田林線整備事業 事業課 市街地開発課

取組概要
八尾富田林線整備促進協議会において、今後も会員市（藤井寺市、羽曳野市、富田林市、八尾市）と連携し、大阪府や堺市
に要望活動を展開していきます。

事業費
（千円）

令和8年度
25

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2.舗装修繕工事の
累計実施路線数
（平成28年度以
降）

27路線 33路線 36路線 52路線
道路公園課

（まちとみどり保全
課）

1.交通事故発生件
数

161件 138件 減少 減少
都市デザイン課
（地域交通課）

施策名 ５－２　道路・交通環境の充実

求められていること 計画的な道路整備や適切な公共交通の確保により、 安全性と利便性の向上が必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

4

取組名 事業課 道路公園課

取組概要
橋梁補修について、道路メンテナンス補助金の活用により特定財源の確保を行い、個別施設計画に基づいた計画的な補修工
事を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
7,572

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 1,744）

→ →
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交通安全啓発活動

道路公園課

取組概要
日常の道路パトロール、地区等からの要望により、警察との協議を進めながら必要な交通安全施設設置（道路反射鏡、路面
標示等）を行います。また、通学路や未就学児が日常的に移動する経路については定期的な点検を、教育委員会や警察等と
連携して実施し、対策箇所を「藤井寺市通学路等交通安全プログラム」に位置付けた上で計画的に対策を実施します。

2

取組名 交通安全講習の実施 事業課 都市デザイン課

事業課 都市デザイン課

取組概要
羽曳野警察や羽曳野・藤井寺交通安全協会、藤井寺市交通委員会と協力し、春と秋の全国交通安全運動期間中には、市内３
駅において街頭キャンペーンを実施します。また、藤井寺市交通委員会により実施される夏及び年末の交通事故防止キャン

事業費
（千円）

令和8年度
200

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

（うち特定財源 1,100）

3

取組名 交通安全施設の新設、維持補修 事業課

取組概要 藤井寺市交通委員会主催による交通安全講習等の実施により交通安全意識の普及・浸透を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

事業費
（千円）

令和8年度
8,000

→ →令和9年度 令和10年度

2

取組名 公共施設循環バスの運行 事業課 総務課

取組概要
公共施設循環バスは令和7年度9月末で休止となり、10月からは公共施設循環バスに代わる新たな公共交通としてデマンド型
乗合タクシーの実証運行を開始しました。その検証の結果をもって、公共施設循環バスの今後の取り扱いを検討します。

事業費
（千円）

令和8年度 令和9年度 令和10年度（事業休止） （事業休止）（事業休止）

取組方針3 交通安全対策の推進

内容

　藤井寺市交通委員会や地元警察署など関係機関等と連携・協力し、市民に交通安全意識の普及・浸透を図る啓発活動を
実施します。また、学校やＰＴＡ、警察と連携し、道路や水路の危険箇所の抽出を行い、通学路の安全対策や道路のバリアフ
リー化を進めます。

1

取組名

取組方針2 公共交通の充実

内容

　現在、移動手段となる本市の公共交通網は、近鉄南大阪線・道明寺線と近鉄バス路線、藤井寺市公共施設循環バスで構
成されていますが、地域における交通ネットワークとして、市民ニーズの反映や関係機関等との連携を踏まえながら、本市に
適した交通施策の実現を目指します。

1

取組名 公共交通の検討 事業課 都市デザイン課

取組概要

令和7年度より開始したデマンド型乗合タクシーの実証運行について、令和8年度においても実証運行を継続し、以下の取組
を進めます。

図る施策の検討」
事業費
（千円）

令和8年度
24,323

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →
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施策名 ５－３　住環境整備の推進

求められていること 住宅の耐震化や空家対策を推進し、 安全で安心して暮らせる環境づくりが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

2.空き家リフォーム
補助件数

3件 3件 4件 7件 都市デザイン課

1.住宅の耐震化率
87.8％

（令和元年度）
88.3％

（令和5年度）
95％ 95％ 都市デザイン課

取組方針1 空家対策の強化

内容

　定期的な実態調査により空家等の実態を把握するとともに、令和5年6月に改正された「改正空家等対策の推進に関する
特別措置法」に基づき、藤井寺市空家等対策計画を改正するなど、空家の削減や発生の抑制に努めます。また、空家セミ
ナーや個別相談会の定期開催などを実施し、市民・所有者への周知啓発に取り組みます。

1

取組名 藤井寺市空家等対策計画の改定 事業課 都市デザイン課

取組概要
R8年度は計画改定に先立ち、空家の実態調査を行います。また、同時に空家所有者等に対しアンケート調査を実施する予定
です。令和9年度は実態調査の結果や国・府の動向、昨今の全国的な対策事例等を参考にし、また、空家等対策協議会の意
見等も踏まえながら、本市にふさわしい計画改定を行っていきます。

事業費
（千円）

令和8年度
14,000

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 7,000）

→ →

取組概要 空き家を相続するなどしてお困りの方々に対し、2カ月に一度、不動産の専門員による個別の無料相談会を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

2

取組名 空き家バンク制度の周知徹底 事業課 都市デザイン課

取組概要

市内の空き家等の有効活用を通して空き家等の発生及び増加を抑制し、良好な住環境の確保を図るとともに、本市への移住
及び定住を促進するため、市内の空き家等の売却及び賃貸等の情報並びに空き家等利用希望者情報を提供する藤井寺市空き
家バンク制度を設けています。市HP等を通じて、空き家等と利用希望者のマッチングを促進するための情報発信を行うと
ともに、制度の内容充実に向けた検討も行っていきます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 無料相談会の定期開催 事業課 都市デザイン課

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

4

取組名 空家発生の抑制と利活用の促進 事業課 都市デザイン課

取組概要
空家発生の抑制及び利活用の促進の一環として、空き家リフォーム補助制度を運用しています。市内の空き家を購入した者
や賃借した者へリフォームにかかった費用の一部を補助するものであり、空家発生の抑制及び利活用の促進のみならず、本
市への移住・定住の促進にも寄与する取り組みを進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
1,200

→ →
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取組名 藤井寺市耐震改修促進計画の改定 事業課 都市デザイン課

9,000

3 取組概要

本計画は、建築物の耐震性の向上を図ることにより、地震時の建物の倒壊等によって発生する人的被害及び経済的被害等を
軽減することを目的として策定したものであり、耐震診断及び耐震改修等を計画的かつ総合的に促進するための目標・施策
等を示すものです。令和7年度に大阪府によって改定された耐震改修促進計画を念頭に置きながら、本市における計画の改
定を行います。

事業費
（千円）

令和8年度 令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 4,500）

3

取組名 「大阪府福祉のまちづくり条例」等の周知、事業者等への理解促進 事業課 都市デザイン課

取組概要
藤井寺市開発指導要綱に基づき、開発者が開発行為等を行う際に、高齢者や障害者等が安全で快適な生活を営むことができ
るよう、開発者と協議を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針2 建築物等の安全対策の推進

内容

　市民の誰もが安全に安心して暮らしていくには、住宅や建築物の安全対策は非常に重要なことであることから、民間住宅
の耐震化を推進するため、補助制度を継続するとともに、相談会や展示会などにより、周知啓発についても引き続き取り組
みます。

1

取組名 住宅の耐震診断及び改修等補助制度の充実 事業課 都市デザイン課

取組概要
本市の耐震診断及び耐震改修等の補助制度を活用いただくことにより、住宅の耐震化率の向上を図るものです。また、旧耐
震基準の木造住宅に対する除却補助制度も行っていきます。

事業費
（千円）

令和8年度
6,275

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 3,137）

→ →

適切な住宅政策の推進

内容

　高齢者人口の増加や単身者世帯又は核家族化の進行に伴い、高齢者向け住宅や介護施設の需要の増加、単身者用マン
ションの需要の高まりなど住宅ニーズが多様化しているため、社会情勢を注視するとともに、市民の住宅ニーズの把握に努
め、定住促進につながるような住宅施策について検討します。

1

取組名 藤井寺市開発指導要綱に基づく開発協議 事業課 都市デザイン課

取組概要 開発者が開発行為等を行う際に、開発指導要綱にもとづく協議を行います。また、現要綱について、本市における現状と課
題の整理や社会情勢等を踏まえながら、改定を進めていきます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 住宅セーフティネット制度による登録住宅制度について、事業者等への普及啓発 事業課 都市デザイン課

取組概要 住宅セーフティネット制度による登録住宅制度について、事業者等への普及啓発を行い、登録住宅数の増加に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針3

2

取組名 耐震化促進の普及啓発 事業課 都市デザイン課

取組概要
耐震診断や耐震改修、木造住宅除却に対する補助制度のほか、個別相談会の開催や市HP等を通じて耐震化促進の普及啓発
に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →
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90％台を維持 90％台を維持 下水道課

1.コンクリート系管
調査進捗率

0％ 15％ 20％

施策名 ５－４　下水道事業の推進

求められていること 未整備地域の解消や施設の老朽化対策、効率的な事業運営が必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

40％ 下水道課

2.供用開始区域水
洗化人口普及率

90.1％ 90.4％

取組方針1 公共下水道（汚水）の整備促進

内容

　快適な生活環境の確保と河川等の水質保全を図るため、公共下水道の汚水整備については、未普及地域の整備優先順
位を適宜見直しながら事業を推進しています。今後も特に汲み取り、単独浄化槽、人口密集地域などを優先し、財政状況
も鑑みながら、計画的な整備に取り組みます。

1

取組名 公共下水道（汚水）整備事業 事業課 下水道課

取組概要
令和7年度末時点で整備済人口普及率８6．４％であり、さらなる普及を図るため下水道整備を引き続き行います。令和８年
度は、今池処理区の津堂４丁目の幹線整備、大井処理区の恵美坂２丁目の面整備を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
176,953

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源56,792）

→ →

取組方針2 老朽化対策等の促進

内容

　老朽化対策として、ポンプ施設については、2期目のストックマネジメント計画[実施計画］を策定し、改築更新工事及び実
施設計業務を順次進めます。管路施設については、点検調査を実施し、ストックマネジメント計画[実施計画］の策定を行
い、管路改築工事を進め、雨水侵入の不明水対策に取り組みます。

1

取組名 小山雨水ポンプ場及び北條雨水ポンプ場改築更新工事及び実施設計 事業課 下水道課

取組概要
引き続き、本市ストックマネジメント計画に基づき、小山雨水ポンプ場及び北條雨水ポンプ場の実施設計を行い、改築更新
工事を実施していきます。

事業費
（千円）

令和8年度
247,000

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源116,475）

→ →

2

取組名 管路施設の改築更新工事計画の策定 事業課 下水道課

取組概要
引き続き、本市ストックマネジメント計画に基づき、管渠の点検・調査を行うとともに、改築更新工事計画を策定に取り組
みます。

事業費
（千円）

令和8年度
11,486

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針3 効率的な事業運営

内容

　公共下水道事業の必要性や重要性について市民の理解を求めながら、将来にわたり、適正で計画的な公共下水道事業
の整備促進を図るとともに、地方公営企業会計として、供用開始された区域の水洗化率の向上を図るなど、より一層の経
営の健全化と効率的な事業運営に努めます。

1

取組名 適正で効率的な公共下水道事業の運営 事業課 下水道課

取組概要
点検・調査を行い、改築更新工事計画の策定を行っていきます。また、下水道施設（雨水ポンプ場）について雨水ポンプ場
ストックマネジメント計画に基づいて改築・更新に取り組み、持続可能な維持管理に努めるなど、適正で効率的な公共下水
道事業の運営を目指します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 公共下水道事業会計繰出事業 事業課 行財政管理課

取組概要
安全・安心な都市基盤を構築するため、公共下水道事業が実施する雨水処理に係る経費や下水道施設の建設改良に要する経
費などの一部を公共下水道事業会計へ繰り出します。

事業費
（千円）

令和8年度
752,198

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →
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→

施策名 ５－５　公園整備・農と緑化の推進

求められていること 誰もが気軽に利用できるような、 緑とうるおいのある生活空間を創出することが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

2.緑化推進協議会
会員数

131名
（令和5年度）

127名 138名 144名
道路公園課

（まちとみどり保全
課）

1.公園遊具リ
ニューアル事業数
（累計）

3件 4件 5件 7件
道路公園課

（まちとみどり保全
課）

取組方針1 特色ある公園づくり

内容

　地域における憩いの場として、利用しやすく愛着を持つことができる公園となるように、遊具等の整備や改修にあたって
は、公園利用者・校区小学校によるアンケート調査を実施するなど、利用者の満足度アップや地域コミュニティの活性化に
つながるような、安全で特色ある公園づくりを進めます。

1

取組名 市内公園整備改修事業 事業課 道路公園課

取組概要 順次行っています。令和8年度は大井垣添児童公園大型遊具リニューアルを行い、その後も計画的な改修に取り組む予定で
す。なお、財源については、ガバメントクラウドファンディングや企業版ふるさと納税の活用を予定しています。

事業費
（千円）

令和8年度
10,164

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針2 農地の保全・活用

内容

　農業委員会による農地パトロールなどを通じ、農地所有者に対して、耕作指導や営農指導を行うとともに、相続や貸農園
の開設に係る相談など、農地制度に関する相談を実施します。また、実行組合長会等を通じて、農地制度にかかる周知・啓
発も実施し、農地の保全・活用を図ります。

2

取組名 公園施設管理事業 事業課 道路公園課

取組概要
都市公園・児童遊園・ポケットパーク・緑地について、遊具等公園施設の点検・修繕、植栽の管理、ゴミの回収、清掃、光
熱水費の支払、大和川堤防法面除草、城山古墳小山花菖蒲園の管理、城山古墳津堂草花園の管理など各種公園等の維持管理
を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
49,793

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源14,211）

→ →

→

取組方針3 まちなか緑化の推進

2

取組名

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

1

取組名 農地パトロール 事業課

朝市・トラック市の開催 事業課 産業労働課

取組概要
朝市連絡協議会が主体となって、市内農家が生産した藤井寺産（ふじいでらもん）の農産物を直売することにより、生産者

事業費
（千円）

令和8年度
200

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→

産業労働課

取組概要
本市では、遊休農地・荒廃農地対策として通常年１回の農地パトロールを夏と冬の年２回実施し、市内農地の保全に務めま
す。

事業費
（千円）

令和8年度
0

内容

　市民に憩いと安らぎを与え、緑豊かで人々が触れ合う空間となるように、市民や緑化団体との連携を図りながら、自然と
共生した緑地の保全やうるおいの創出に努めるとともに、様々な展示会や講習会、イベントなどを通じ、市民生活に身近な
まちなか緑化の推進を図ります。

1

取組名 緑化推進協議会と連携した緑化啓発活動の実施 事業課 道路公園課

取組概要
緑に包まれた生活環境を創出するため、「緑のまちづくり」の促進に寄与していただいている緑化推進協議会へ市から負担
金を交付し、さらに緑化推進協議会から下部団体である緑化6団体へ活動助成金を助成します。また、市・緑化推進協議会・
緑化6団体が連携した啓発活動を行うことにより、市の緑化を推進します。

事業費
（千円）

令和8年度
2,300

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

→
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新規

1.女性職員の管理
職比率
（各年度4月1日時
点）

27.5％
（令和5年度）

28.8％ 30％ 34％ 人事課

施策名 ６－１　行政運営の推進

求められていること 分かりやすい組織づくりやＤＸの推進により、 市民目線に立った行政運営を行うことが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

3.情報リテラシー
向上に資する職員
研修参加者数（延
べ数）

50人
（令和5年度）

563人 100人 150人 ＤＸ推進課

2.市オンライン窓
口公開手続数

204件 598件 230件 260件 ＤＸ推進課

取組方針1 職員の人材育成・確保

内容

　社会経済環境の変化や地域課題の実情等に応じて、職員の能力開発や意識改革及びワーク・ライフ・バランス等を促進
し、行政課題に的確かつ迅速に対応できる人材の育成・確保に取り組むとともに、職員一人ひとりの個性や能力が発揮でき
る職場環境づくりに努めます。

1

取組名 職員研修の充実 事業課 人事課

取組概要
市独自の研修として、管理職研修等の階層別研修を実施するとともに、マッセＯＳＡＫＡや中部都市職員研修協議会主催の
研修に職員を積極的に派遣するなど、職員の能力開発を行い、効果的な人材育成に取り組みます。

事業費
（千円）

令和8年度
3,334

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 ワーク・ライフ・バランスの推進 事業課 人事課

取組概要
育児・介護等と仕事の両立支援に関する制度利用が対象となる職員に個別に情報提供等を行い、育児休業・各種休暇の取得

ど、時間外勤務削減に向けた取組を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 女性職員の管理職への積極的登用 事業課 人事課

取組概要
わりない職務の機会付与とキャリア形成に向けた取組を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

4

取組名 人事評価制度の活用 事業課 人事課

取組概要
令和８年度より導入した新しい人事評価制度を活用し、管理監督者のマネジメント力の強化を図るとともに、上司と部下の
面談を徹底すること等により職員一人ひとりの職務能力の向上を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 0）
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3

取組名 マイナンバーカード交付関連事務における適正な体制の構築 事業課

取組概要
マイナンバーカード交付関連事務を今後も安定的に継続して実施するため、更なる業務委託やマイナンバー総合窓口の移設
等も含めて総合的に検討し、円滑かつ適正な交付体制の構築に取り組みます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 0）

3

取組名 オンライン申請システムの活用 事業課 DX推進課

取組概要

事業費
（千円）

令和8年度
1,980

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針2 効率的な組織機構や仕組みの構築

内容

　複雑多岐にわたる行政課題や市民ニーズに的確に対応していくため、関連する業務の集約化に努めながら、市民に分か
りやすく、柔軟で効率的な組織機構の構築に取り組みます。また、組織や施策の枠を越えた横断的な連携により、行政課題
の解決や市民サービスの向上を図る組織づくりを進めます。

1

取組名 事業課 人事課

取組概要
新たな政策課題への的確な対応と組織の統廃合による業務の効率化を目指して組織機構改革を実施しており、今後も、新た

柔軟で効率的な組織機構の構築に取り組みます。
事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

2

取組名 行政課題に応じたプロジェクトチーム等の活用 事業課 人事課

取組概要
主要施策の推進や特定課題が発生した場合などにおいて、必要な場合は、随時、プロジェクトチームの活用や臨時組織の設
置、関係部署による施策間連携プロジェクトを設けるなど、柔軟な組織体制により対応します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

取組方針3 自治体ＤＸの推進による市民サービスの向上

内容

　オンライン化による各種手続きを市民がより簡単に利用できるように、藤井寺市ＬＩNＥ公式アカウント等を活用した「藤井
寺市オンライン窓口」までの導線整備に取り組みます。また、職員向けに、デジタルツールや技術に関する教育研修を充実
し、組織全体でデジタル技術の活用を進める機運の醸成を図ります。

1

取組名 自治体ＤＸ推進事業 事業課 DX推進課

取組概要
自治体情報システムの標準化・共通化については、令和8年度には、1年間計画延伸となった基幹系システム、福祉系システ
ム、介護保険システムが標準準拠システムへ移行予定です。一部システムは、令和９年度以降の対応となる見込みです。通

事業費
（千円）

令和8年度
235,804

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 196,770）

→ →

2

取組名 音声認識AIの活用 事業課 DX推進課

取組概要
引き続き令和８年度も全庁的に効果的な使用方法の発信、利用促進の強化を図ります。令和９年度以降についても、前年度
までの利用状況や費用対効果を検証しつつ、さらなる職員の事務負担軽減に資するよう引き続き情報発信に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
817

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→→
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新規

4

取組名 市LINE公式アカウントの活用 事業課

→ →

5

取組名 事業課

取組概要
を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
8,842

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

DX推進課

取組概要
令和8年度は、公募による市内事業者（店舗など）で利用できるクーポンの配信を検討し、年度内の配信を目指します。今

た職員の業務効率化のために、さらなるサービス展開を引き続き検討していきます。

事業費
（千円）

令和8年度
2,033

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

6

取組名 窓口での証明書交付等に関する支払いにおけるセルフレジの導入 事業課

取組概要
現在、窓口での証明書交付に関する手数料の支払いは現金のみとなっています。
令和８年度からセミセルフレジを導入し、支払いや集計作業を自動化することによって業務の正確性の向上と効率化を図り

事業費
（千円）

令和8年度
761

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 0）
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1.経常収支比率 96.6％ 98.8％ 90％台の維持 90％台の維持 行財政管理課

施策名 ６－２　財政運営の推進

求められていること 継続した行財政改革に取り組みながら、 健全な財政を維持していくことが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

1

取組名 使用料・手数料等の見直し 事業課 行財政管理課

取組概要 物価高騰などの社会経済情勢の変化を考慮した上で、使用料・手数料等の見直し時期や実施等について検討を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

0
（うち特定財源 0）

→ →

事業費
（千円）

令和8年度
150,000

令和9年度 令和10年度→ →

取組方針１ 財源の確保

内容

　多様化・複雑化する市民ニーズや様々な行政課題に対応し、各種の施策を進めていくには、その財源が必要であることか
ら、引き続き、国や大阪府の補助金・交付金等の確保に努めるとともに、自主財源である市税などの収納率の向上をはじ
め、ふるさと納税制度の推進などにより、歳入の確保を図ります。

3

取組名 藤井寺市行財政改革推進プラン２０２４の推進 事業課

2

取組名 ふるさと納税の推進 事業課 魅力発信課

取組概要
関係課と調整しながら自治体クラウドファンディングを進め、財源の確保と事業PRに努めます。また、寄附募集の収納チャ
ンネルの拡充を検討し、効果ありと判断した場合、年内の導入を目指すとともに、ふるさと納税返礼品の開拓を進めます。
併せて、中間事業者と協力し、返礼品画像のブラッシュアップやSEO対策を強化し、寄附獲得を目指します。

（うち特定財源 0）
行財政管理課

取組概要
令和６年３月に策定した、藤井寺市行財政改革推進プラン２０２４に基づき、実質収支赤字を回避するため、全庁的に各種
行財政改革を推進し、持続可能な行財政運営の実現を目指します。

事業費
（千円）

令和8年度 令和9年度 令和10年度
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取組方針2 歳出の見直し

内容

　社会経済情勢の変化や新たな行政需要にも対応しながら、効果的な市民サービスを提供していく必要があることから、事
業内容に応じ、事業の廃止・縮小等の検討を行うとともに、限りある行政資源を有効に活用していくために、有効性・効率
性など多角的に分析・検証し、事務事業全般における経費の最適化に取り組みます。

1

取組名 予算編成方法の見直し 事業課 行財政管理課

取組概要 シーリング方式を継続して実施するとともに、原則、1件査定によるきめ細やかな予算編成を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 事業の見直し 事業課 行財政管理課

取組概要 一般財源の削減可能性がある既存のすべての事業等について、効果的な手法を研究しながら引き続き見直しを図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 藤井寺市行財政改革推進プラン２０２４の推進（再掲） 事業課 行財政管理課

取組概要
令和６年３月に策定した、藤井寺市行財政改革推進プラン２０２４に基づき、実質収支赤字を回避するため、全庁的に各種
行財政改革を推進し、持続可能な行財政運営の実現を目指します。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →

取組方針3 公有財産の有効活用

内容

　施設の将来需要や改修時に必要な費用等を総合的に勘案したうえで、施設の更新、統廃合、機能移転、長寿命化を図
り、財政負担を軽減、平準化するとともに、公共施設等の最適な配置と老朽化対策を進めます。また、公有財産の利用方法
を検討し、売却、有償貸付等を行うなど、有効活用及び財源確保に取り組みます。

1

取組名 公共施設マネジメント推進事業 事業課 FM推進課

取組概要
再編検討施設について、今後の検討に必要な資料を収集・整理し、取りまとめを行います。また、本市の公共施設の現状を
把握し、各種計画の見直しに向けて、情報の整理を進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 公有地有効活用事業 事業課 FM推進課

取組概要
行政目的を失ったり余剰となっている公有財産について、新たな活用方法を検討し、有効活用や財源確保につながる検討を
進めます。その他の公有地について、今後の活用に向けた現状の把握と課題の整理を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 公有財産売却等による歳入確保 事業課 総務課

取組概要 インターネットを利用した不要物品の売却や市有地の売却等を行うことで、市の財源確保に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
1,156

→ →
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4

取組名 事業課 戦略調整課

取組概要 体）が有する「食」「歴史文化」「自然」「産業等」を活用する視点で、地域全体の活性化と社会課題の解決を目指し、具
体的な取組を検討します。

事業費
（千円）

令和8年度
500

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 0）

1.新たに近隣自治
体との広域連携に
取り組んだ事務事
業の累計数

- ３件 2件 4件 戦略調整課

施策名 ６－３　広域行政の推進

求められていること 広域的な取組により、市民サービスの向上や行政運営の効率化を 図ることが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課

取組方針1 大阪府・近隣自治体との連携

内容

　市民の生活圏域の広がりや広域化する行政課題が増加する中、これまでの広域化の取り組みを踏まえつつ、市民サービ
スの充実や地域の魅力向上、行財政運営の効率化などにつながる取組については、大阪府や近隣自治体との連携により、
共同処理や共同実施を検討します。

1

取組名 南河内企画担当者会議 事業課 戦略調整課

取組概要 村）の企画担当者で構成する会議を定期的に開催し、各市町村が抱える行政課題や懸案事項等について、情報共有や意見交
換を行い、広域的な観点を含め、その解決や対応策を探ります。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

2

取組名 中・南河内地域ブロック会議 事業課 戦略調整課

取組概要
多様化する行政課題の解決に向け、市町村間の広域連携の促進、市町村と府間の意見交換、両地域での取組状況についての

ロック会議」を開催します。
事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 職員派遣について 事業課 人事課

取組概要
派遣先との協力関係の構築や情報収集、人材育成を目的として、大阪府やその他関係団体に市職員を派遣し、派遣先業務に
従事させます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

→ →
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取組方針2 行政事務の広域処理

内容

　社会情勢の変化や地方分権の推進などに伴い、市町村の事務事業が増大する中にあって、専門性の高い分野や自治体
間で共通する行政事務については、近隣自治体との協議や情報交換などを通じ、事務の効率化や広域化の有効性などを
検証し、効果的な広域処理を進めます。

1

取組名 柏原市・羽曳野市・藤井寺市広域連携検討会議 事業課 戦略調整課

取組概要 にあたり、効率的な事務処理やサービス提供等の方策について意見交換・情報交換を行い、行政事務の広域処理について検
討を進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

→ →

→ →

取組方針3 公共施設等の広域的利用

内容

　市民サービスの充実や行財政運営の効率化を図るため、これまでの枠組みに捉われず、公共施設再編の手法の一つとし
て、施設の利用状況や運営状況を踏まえつつ、市外の住民も利用可能な施設については、大阪府や近隣自治体との相互
利用など、施設の広域的利用を検討します。

1

取組名 公共施設マネジメント推進事業 事業課 FM推進課

取組概要
柏原市、羽曳野市、藤井寺市で構成する「公共施設に関する柏羽藤広域連携検討会議」において、各市が所有する公共施設
に関する情報を共有し、広域化の可能性を探ります。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

2

取組名 柏原市・羽曳野市・藤井寺市広域連携検討会議（再掲） 事業課 戦略調整課

取組概要 にあたり、効率的な事務処理やサービス提供等の方策について意見交換・情報交換を行い、行政事務の広域処理について検
討を進めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）
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2.市ＨＰへのアクセ
ス数

2,008,148回 2,356,272回 2,200,000回 2,400,000回 魅力発信課

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 市ホームページの運営 事業課 魅力発信課

取組概要
ホームページ運用についての「豆ちしき」の発信などを通じて、庁内の市ホームページのアクセシビリティに対する意識改
善に取り組みます。また、トップページのスライダー画像の更新などの定期的なメンテナンスを実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
2,084

→ →

2

取組名 フジイデラテレビの運営 事業課 魅力発信課

取組概要
ンネルでの魅力発信に努めます。YouTubeチャンネルについてはR6年に収益化を達成済みです。引き続き、登録者数・再生
回数を伸ばし、取組を進めます。また、動画のプロであるUUUM株式会社からのチャンネル運営についてのアドバイスを受
け、さらに魅力あるチャンネルを目指します。市制60周年記念事業として実施する動画コンテストの入賞動画と審査員コメ
ント動画も配信を予定しています。

事業費
（千円）

令和8年度
230

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針1 広報内容の充実

内容

　市民をはじめ、市の内外に対し、本市への愛着や関心が高まるような、創意工夫を凝らした広報活動に取り組みます。ま
た、各種の行政情報や事業内容などを掲載し、毎月1回全戸配布している広報紙は、引き続き、より見やすく、より伝わる魅
力的な紙面を目指します。

1

取組名 広報紙の発行 事業課 魅力発信課

取組概要
より伝わりやすい紙面になるよう、広報紙に関する編集の工程やデザイン面においても常にブラッシュアップを進め、わか
りやすい広報紙となるよう取り組みます。

事業費
（千円）

令和8年度
26,445

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

1.市ＬＩNＥ公式ア
カウントのお友達
数

13,606人 21,514人 20,000人 25,000人 魅力発信課

施策名 ６－４　広報活動の推進

求められていること 市の広報力を高め、多様な方法により、伝わる情報発信を 行っていくことが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課
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令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 市LINE公式アカウントの活用（再掲） 事業課

取組概要
令和8年度は、公募による市内事業者（店舗など）で利用できるクーポンの配信を検討し、年度内の配信を目指します。今

た職員の業務効率化のために、さらなるサービス展開を引き続き検討していきます。

事業費
（千円）

令和8年度
2,033

0
令和9年度 令和10年度

各種SNSの活用 事業課 魅力発信課

取組概要

市公式LINEでの定例配信（毎週金曜14：00）のほか、必要な情報を必要な人に届けることができるセグメント配信など、
庁内連携を図りながら情報発信を行います。また、収益化を達成したYouTubeチャンネルでの動画による情報発信を全庁的
に強化します。さらに、X（まなりくんアカウント）では、定期的な発信を行い、ファンの増加によりリーチ力を伸ばしま
す。各種SNSを活用し、ふるさと納税などの財源確保に向けた導線の拡充を目指します。市LINE公式アカウントでは
YouTubeチャンネルと連携して情報発信を行います。

事業費
（千円）

令和8年度

→ →

DX推進課

→ →

→ →
（うち特定財源 0）

　スマートフォンの普及やＩＣＴの発展により、情報の受け取り方が大きく変化する中で、広報紙のほか、本市のホームペー
ジ、ＬＩNＥ、ＹｏｕＴｕｂｅ、フェイスブックなど、それぞれを活用する世代に応じた情報発信に努め、登録者・閲覧数のさらなる
増加と市政情報の発信強化を目指します。

1

取組名 市ホームページの運営（再掲） 事業課 魅力発信課

取組概要
ホームページ運用についての「豆ちしき」の発信などを通じて、庁内の市ホームページのアクセシビリティに対する意識改
善に取り組みます。また、トップページのスライダー画像の更新などの定期的なメンテナンスを実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
2,084

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

2

取組名

取組方針2 職員の広報力の向上

内容

　どのような情報をどのような媒体で、どのように発信したら良いかを考え、より効果的な広報活動を展開していくため、「伝
わる情報発信」の必要性や具体的手法について、全庁に周知・共有し、情報発信の重要性の意識を高め、職員一人ひとり
の広報力の向上を図ります。

1

取組名 シティセールスリーダー関係事業 事業課 魅力発信課

取組概要
シティセールスリーダーに対して、伝わる情報発信の重要さと主に動画での情報発信の促進を目指します。また、動画企画
の企画立案に関する研修会を実施します。

事業費
（千円）

令和8年度
50

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針3 多様な媒体を活用した情報発信の充実

内容
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継続

継続

継続

3

取組名 万博を契機とした魅力発信（再掲） 事業課 戦略調整課

取組概要 は、約5000人の登録者数を有していることから、この実績を基盤として引き続き情報発信を行い、さらなる外部誘客を強化
するとともに、登録者数の拡大にも努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
1,229

令和9年度 → 令和10年度 →
（うち特定財源 0）

2

取組名 歴史資産の情報発信（再掲） 事業課 文化財保護課

取組概要
アイセルシュラホール2階歴史展示での定期的な入れ替えや特設展示の開催に当たって、報道提供や市ホームページ・
SNS・広報ふじいでらで周知します。また、LINE連携型スタンプラリー「ＭＥＧＵＲＹ」を活用した文化財コースを解説付
きで複数作成するなど、積極的な市内外への情報発信を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針1 関係人口・交流人口の拡大

内容

　世界遺産のあるまち藤井寺として、市民や地元事業者との連携を図りながら、市内に点在する貴重な古墳群や水鳥形埴
輪などの重要な文化財、豊富な歴史資産などのまちの魅力や観光名所を積極的に情報発信することで、藤井寺市のファン
を増やし、定住化の促進をはじめ、関係人口や交流人口の拡大に取り組みます。

1

取組名 観光プロモーション事業（再掲） 事業課 観光課

取組概要
アイセルシュラホールへの誘導につながる効果的な観光プロモーション事業を展開するため、観光プロモーション事業の公

を展開し、観光客の誘致を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
3,630

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

２．直近4か年の転
入者数の平均

２，３５４人
（令和元年～令和
４年の平均）

２，６０９人
（令和４年～令和７
年の平均）

２，３７０人 ２，４００人 戦略調整課

１．プレスリリース件
数 77件 31件 ８２件 ８６件 魅力発信課

施策名 ６－5　シティプロモーションの推進

求められていること 多彩なプロモーション活動により、本市の魅力を効果的に 情報発信することが必要です

目標指標
計画起点

令和4年度現状値
令和７年度現状値

令和9年度
目標値

令和13年度
目標値

数値管理課
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継続

継続

継続

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

3

取組名 シティセールス事業 事業課 魅力発信課・戦略調整課

取組概要

シティセールスリーダーへの庁内研修を通じてSNS運用や動画作成の意識を共有し、より効果的な情報発信を図るととも
に、YouTubeチャンネルの運用やふるさと納税事業の推進に取り組み、シティセールス活動を強化します。
さらに、第六次藤井寺市総合計画に基づき、庁内各部署と連携しながら施策を推進し、本市の魅力や都市イメージを向上さ

事業費
（千円）

令和8年度
50

→ →

2

取組名 事業課 戦略調整課

取組概要
みます。また、第六次藤井寺市総合計画に掲げる目標指標である年間２件を目指し、新規企業等との連携協定の締結及び新
たな事業展開に努めます。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

取組方針2 都市イメージの向上

内容

　世界遺産をはじめとする本市が有するふじいでら独自の歴史文化、良好な住環境、交通の利便性、子育て・教育環境な
どの魅力について、本市アンバサダー制度や公民連携への取組なども活用しながら、戦略的・継続的に情報発信すること
で、都市イメージの向上と定着を図ります。

1

取組名 FUJIIDERA★AMBASSADORの活用 事業課 魅力発信課・観光課

取組概要
FUJIIDERA★AMBASSADORの出演による動画企画やSNSでのイベント告知を通じて市の魅力発信に取り組みます。また、
市制60周年記念事業として実施する動画コンテストでは審査員として参加いただき、コメント動画をYouTubeチャンネルで
配信する予定であり、本市の観光資源やまちの魅力を広くPRする活動を継続・展開していきます。

事業費
（千円）

令和8年度
285

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →
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継続

継続

2

取組名 観光プロモーション事業（再掲） 事業課 観光課

取組概要
アイセルシュラホールへの誘導につながる効果的な観光プロモーション事業を展開するため、観光プロモーション事業の公

を展開し、観光客の誘致を図ります。

事業費
（千円）

令和8年度
3,630

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）

→ →

→ →

取組方針3 多彩なプロモーション活動の展開

内容

　生活の一環で目にすることが多いメディアや発信ツールなどを意識しつつ、事業者との連携も促進しながら、様々なSNS
や動画の活用、マスコミ等へのプレスリリース、魅力的な広報紙やチラシなどを通じ、市の内外に、本市の魅力や取組に関
する多彩なプロモーション活動を展開します。

1

取組名 市プロモーションコンテンツの充実 事業課 魅力発信課

取組概要

市公式LINEでの定例配信（毎週金曜14：00）のほか、必要な情報を必要な人に届けることができるセグメント配信など、
庁内連携を図りながら情報発信を行います。また、収益化を達成したYouTubeチャンネルでの動画による情報発信を全庁的
に強化します。さらに、X（まなりくんアカウント）では、定期的な発信を行い、ファンの増加によりリーチ力を伸ばしま
す。各種SNSを活用し、ふるさと納税などの財源確保に向けた導線の拡充を目指します。市LINE公式アカウントでは
YouTubeチャンネルと連携して情報発信を行います。

事業費
（千円）

令和8年度
0

令和9年度 令和10年度
（うち特定財源 0）
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